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内航海運の船員問題を考える

日本の外航海運各社は、未曾有の高収益をあげている。日本の外航海運における支配船舶

数はおよそ２，０００隻、一方で、外航日本人船員数は２，５００人と言われている。外航日本人船員

が絶滅寸前とまでいわれる所以である。

一方、内航海運では、事業者数と船舶数がほぼ拮抗した状況である。言い換えれば、１社

１隻という小規模事業者がその大半を占めているということである。これに加えて、内航船

舶は、全隻数（約６，０００隻）の８割が７００総トン未満の小型船で占められている。小規模事業

者の集合体であるがゆえに、安全運航を担保するに足りるコストさえキープできず、内航海

運事業者は苦境にあえいでいると聞く。こうした背景のなかで、船員不足が表面化しつつあ

る。「近い将来、船員不足で船が停まる。」とまで言われている。

国土交通省海事局は、交通政策審議会の下部に外航海運、内航海運それぞれのヒューマン・

インフラ部会を立ち上げ、海運政策とあわせ、人材の育成策について、議論をおこなってい

る。

国内貨物輸送のおよそ４割を占めるという内航海運の安全運航を確保し、健全な事業運営

を促進していくためには、この産業を現場で支える人材の育成が欠かせない。

今号では、内航海運における人材育成と船舶の航行安全とのかかわりを探るとともに、船

員教育機関、内航海運事業者、乗組員の実態を追った。また、関係者の将来への思いや今後

の取り組みについて聞いた。

内航RORO船「第二はる丸」７，７５１総トン（写真提供：春山海運�）



はじめに

増田 日本海難防止協会では、「海と安全」

という情報誌を年４回発行しており、毎回

特集を組んでいます。海難発生の原因の多

くは、ヒューマンエラーですから船員問題

と船の安全とは密接な関係があると言われ

ています。そこで今回は、近年、内航海運

で起きている船員不足問題と安全運航とい

う観点で特集を組むことにしています。

本校は内航船舶職員の養成機関として幅

広く実績をあげておられるとのことであり、

本日は「船員教育の現状と課題」というテー

マでお二人にお話を伺います。

長嶺・小林 よろしくお願いします。

２年間で航海と機関を教育

増田 まず、海技教育機構の概要と当校の

特徴的な内容をご紹介いただきたいと思い

ます。

長嶺 （独）海技教育機構は、従来の船員教

育機関（独）海員学校と（独）海技大学校を統

合し、平成１８年４月１日に発足しました。

高卒者を対象に２年間（座学１年３ヶ月、

座談会：内航海運における船員教育の現状と課題

（独）海技教育機構 国立波方海上技術短期大学校

校長
ながみね ゆ う じ

長嶺 裕二 教頭
こばやし やすひさ

小林 康久

聞き手・日本海難防止協会 企画国際部長
ま す だ た だ し

増田 正司
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航海訓練所の練習船による乗船実習９ヶ

月）教育の専修科校として本校と清水の海

上技術短期大学校があります。小樽、宮古、

館山、唐津、口之津には、中学卒で入学し、

３年間学ぶ本科校としての海上技術学校が

あります。なお、宮古については、来年度

からこれまでの本科校から、専修科校へ移

行することになっています。

海上技術短期大学校、海上技術学校の大

きな特徴としては、航海・機関両方の４級

海技士の免許がとれることです。商船系の

大学も商船高等専門学校も航海・機関のい

ずれかを専門的に教育するというカリキュ

ラムですから、ここに違いがあります。

増田 ２年間で航海・機関両方の勉強をす

るというのは大変なことですね。

長嶺 本校に入ってくる学生は、高卒者が

大半ですが、なかには大学卒や社会人経験

のある学生もいますから、しっかりした目

的意識とやる気があります。厳しいハード

な教育に耐えられるのは、そうした気構え

で入学してくるからでしょう。

増田 学生は全員が寮での生活ですか。

小林 全寮制が基本ですが、団体生活にな

じんでくる夏休み以降は寮以外での下宿や

通学も選択できるようにしています。しか

し学生のほとんどは寮生活を継続します。

寮生活は乗船実習をおこなう練習船での生

活を模擬しています。午前６時５０分に起床、

体操、掃除後、朝食をとり、８時３０分から

授業です。門限は２０時（休日は２１時）、消

灯は２２時３０分です。

学生募集の悩み

増田 本校の定員と応募状況についてはい

かがですか。

小林 平成１７年度から定員が８０人から９０人

に増えました。応募は毎年１００人前後で推

移しています。専修科としての定員は現在

清水校と波方校で２００人となっています。

本校の学生の出身地は阪神以西の中国や

四国、九州が中心です。

学校側の悩みはやはり学生募集です。陸

上の就職状況の改善や少子化で学生の募集

が難しくなってきました。船乗りの魅力や

船会社としての魅力を PRして、世間にも

っと認知してもらわないといい人材は集ま

ってこないことも事実です。職場環境も、

陸上と比較して海上はまだまだ魅力がある

と思います。陸上企業の雇用形態も大きく

波方海上技術短大の長嶺校長

波方海上技術短大の小林教頭
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変化し、終身雇用制の崩壊や長時間労働が

常態化しています。学生たちも先輩や仲間

から情報を収集し、船以上に陸上も厳しい

ことをよく理解しているようです。

欠かせない海事教育

増田 以前に、当協会の情報誌で海事思想

の普及をテーマに特集を組んだ経緯があり

ます。あらゆることに一番興味をもつ年代

である小・中学生の教科書のなかには、海

や船のことがほとんど載っていない。海や

船に関心や興味を持ってもらって、いい人

材が集まるようにするには、こういうとこ

ろの取り組みも必要ですね。

長嶺 資源のない国、貿易立国である日本

にとって、海運の重要性や船と船員は欠か

せないということを学校教育のなかに、よ

り具体的に取り入れるべきだと思います。

ここ数年、外航海運各社は華々しい業績

をあげ、注目されています。その一方で、

国際労働マーケットにある外航海運で働く

日本人船員は外国人とのコスト競争が激化

し、激減しています。

しかし、コスト面のみで、日本の外航海

運をすべて外国人船員にゆだねるわけには

いかないと思います。

内航海運は国内産業であると同時に、国

内物流における基幹的産業と位置付けられ

ています。近年は地球環境保全の面からも、

陸上輸送と対比して注目されています。名

実ともに海で働く喜びと誇りをもてる船員

社会となることを期待しています。

今春１００％海上へ就職

増田 陸上一般企業も団塊世代の大量退職

に伴う人材補充に力を入れているようです

が、本校の卒業生の進路について教えてく

ださい。

長嶺 これまで就職希望者の８割から９割

が海上就職で推移してきましたが、昨年が

９８％、今年は全員が船への就職を果たして

います。陸上と同様に、ここ１～２年は船

会社の採用が活発化してきています。学生

にとっては自分が乗りたい船が選択できる

絶好の機会がやってきたといえるでしょう。

本校への学生は、自分自身の目的意識が明

確です。今年の就職状況をみても、求人さ

えあれば、海上就職をめざすという意識が

はっきりしています。

今年の就職先については、船種別に仕分

けしてみると、内航の貨物船・タンカーが

７割近くを占めていますが、タグボートな

どの港湾船、フェリーや旅客船、官庁船な

ど多岐に及んでいます。求人数は多いので

すが、学生の希望とマッチングするかどう

かが問題です。

増田 女子学生がいるということですが、

その就職状況を教えてください。

小林 これまで入学者全体の５％、５人前

後が女子学生です。就職先は大型船を保有

する内航船社、フェリーや官庁船が多くな

聞き手の増田部長
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っています。内航海運は４９９、６９９総トンと

よばれる小型船が多く、居住区、風呂場、

洗濯機などの増設や改造をするスペースが

ないことが受け入れを困難にしている一因

と思われます。今は全体の求人数も増加し

てきている関係で、女子の就職状況も改善

してきました。

環境整備で定着率向上を

増田 求人数も随分多いようですが、就職

後の定着率はどうですか。

小林 船社からは専修科の定着率は比較的

いいという評価を得ています。ただ、最近

は仲間同士の携帯電話等での情報交換も頻

繁に行われており、少しでも自分が希望す

る労働条件、福利厚生にマッチする会社が

あれば移籍するケースもあると聞いていま

す。就職先を中途退職しても、船乗りをや

めるということはないようです。学校へ再

度就職斡旋を求めてくる卒業生もいます。

内航小型船で日夜がんばっている本校の

卒業生もいます。小型船のなかには乗組み

定員が少ないことに加え、入出港が激しく、

睡眠時間もままならないような労働環境の

船もあると聞いています。若者を育成して

いくためには、内航海運業界自らがこのよ

うな厳しい労働環境を改善していく努力を

していくことが大事だと思います。

長嶺 船員という職業は陸上と離れた職場

であるというハンディキャップがあります。

これをカバーし得る賃金や休暇等の魅力が

なければ若者は船という職場に定着しない

と思います。このことは関係者が常に意識

しておく必要があると思います。

小林 給与面においても新人の段階では陸

上対比で船員が高くなっていますが、年を

重ねるごとにその差が縮まり、いずれは逆

転するケースもあるようです。海上職場の

特性を条件面に反映していかないと優秀な

人材は確保していけないと思います。船内

の労働環境や生活環境の不便さが条件面に

充分反映されていないと学生は言います。

この声に関係者は率直に耳を傾ける必要が

あると思います。

長嶺 平成１８年１２月に１７期生から１９期生ま

での卒業生２２２人を対象に就職に関するア

ンケート調査を行いました。回答率は６割

（１３１人）でうち２割が最初の就職先を転

職、転職先はそのほとんどが同業他社でし

た。他業種への転職は１７期の３人のみでし

た。

転職理由の主なものは、賃金が安い・休

暇が取れない（予備員が少ない）・仕事が

きついなどの不満、船内での人間関係の不

調和などでした。

海にロマンを抱いた若者が自ら選んだ船

員という職業に希望がもてるよう、労働環

境や生活環境の改善に取り組んでほしいと

願っています。

安全運航には実践が必要

増田 そうですね。若い船員が、腰を落ち

着けて、しっかり育つ環境がほしいですね。

それが船の安全運航にも、つながると思い

ます。

長嶺 本校は、専修科という位置付けです

から、一人前の船員として送り出すことを

期待されることは当然かもしれません。そ

のため、その期待に応えるべく優秀な船員

を育てるのが教育機関の使命と考えていま
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す。夏休みに船会社の協力を得て実施され

ている内航への体験乗船には多くの学生が

参加し、就職のミスマッチを防ぐとともに、

内航船の現場に慣れる意味でも大いに役立

っています。しかし、２年間で即戦力を養

うというのは困難な面もあります。あくま

でも、内航船員としての基礎教育と船乗り

としての素養を身につけることを重要視し

ています。安全運航を可能とする技量を身

につけるには、ある程度の実践的経験が必

要です。船会社には、卒業生が持っている

素養を引き出し、伸ばしていくという気持

ちで、長いスパンで見守ってやってほしい

と願っています。

素養は充分、育成は長い目で

小林 若年船員を育てようという姿勢をも

っている会社はいいのですが、即乗り組み

定員に組み込んでしまうケースがあります。

海技資格を持つことと、一人前ということ

は違うということを船会社も再認識してほ

しいと思います。内航船の定員が減りすぎ

て船員を育てる環境にないこと自体が問題

ではないでしょうか。１年３ヶ月の座学期

間に１日７から８時限の授業をこなし、卒

業と同時にほとんどの学生が航海・機関の

４級海技士資格を取得します。こうした

ハードなカリキュラムを乗り越えられるの

も基本は船が好きだからこそできることな

のです。

本校には「くるしま」という練習船があ

ります。船名のとおり学校の目の前は日本

でも有数の海の難所、来島海峡です。週に

１度、練習船で実技（海上実習）を行うの

ですが、座学の時間と異なり、学生たちの

目つきは変わり、きらきらと輝いています。

心身ともに集中しているのがわかります。

来島海峡での行き会いや横切りなどの操船

訓練は、実践そのものです。他の学校では

得られない経験でしょう。海上実習に挑む

彼らをみていると船乗りとしての素養は十

二分に備えていると確信します。余裕を持

って時間をかけ、育ててほしいと心から願

っています。

増田 船舶の安全運航を担保し得る人材の

育成には時間がかかるというのは、よく理

解できます。本日は、いろいろお話いただ

きました。本校のますますの発展を期待し

ています。ありがとうございました。

学校の前は来島海峡。沖には大型フェリーも航行する。
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航海実技演習中の学生

はじめに

国立波方海上技術短期大学校は、将来の

内航海運で働く船舶職員を育成するための

教育機関である。１学年９０人の学生が船員

としての基礎教育を受けている。学生たち

はそれぞれの夢に向って日夜、懸命に勉学

に励んでいる。

本校に入学して３ヶ月経ったばかりの１

年生、４人に「内航海運のイメージと将来

の夢」というテーマで話を聞いた。

き む ら かい

木村 海さん（１８才）

出身は愛媛県今治市大三島町。今治東高

等学校卒業、本校へ。

兄（２２才）が内航船に乗っている。弓削

商船高等専門学校を卒業後、英雄海運に入

社し、内航タンカー乗りとしてがんばって

いる。子供の頃から、海や船へのあこがれ、

関心は強かったが、一番のきっかけは、兄

が船に乗ったことだという。

授業は専門用語が多く難しいが、教官が

何でも親身に教えてくれるし、相談にのっ

てくれる。

内航海運のイメージは、悪くない。兄か

ら聞くのは、「仕事がきつい、汚い、危険

だけど、内航は難所といわれる海域での経

験を積むことができる。やりがいがあるし、

給料もまあまあ。」

本校卒業後は、内航の大型船で機関部員

として働きたい。将来は、機関士から機関

長へ。「乗るならやっぱりタンカーかな

あ。」と、はにかむ。

す ず き まさひと

鈴木 将仁さん（２２才）

高知県香南市香我美町出身。安芸高校か

ら一般大学を卒業後、本校へ。

鈴木さんは、子供の頃から、ずっと父親

の海上保安官になりたかったという話を聞

いて育った。

中学卒業までは、警備救難・マーチスへ

のあこがれがあった。その後、海上保安庁

取材：波方海上技術短大の学生に聞く
きむら かい すずき まさひと は せ が わ たかふみ ますだ かずひろ

～木村 海さん、鈴木 将仁さん、長谷川 貴史さん、桝田 和宏さん～
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への入庁が自分の夢となった。これについ

て父親も自分のことのように喜んでくれて

いるという。本校を卒業後は、PL巡視船

の航海士を目指したいという。

内航船は、定員が少ない。一人ひとりの

負担が大きい。とても忙しいというイメー

ジ。内航船は事故が多いと聞いている。本

校の特色である航・機両用教育を生かして

海難事故を未然に防いでほしいとさわやか

な笑顔で話してくれた。

は せ が わ たかふみ

長谷川 貴史さん（２０才）

愛媛県松山市山西町出身。松山西高校卒。

松山港のある三津浜で海を見ながら育った。

船に乗りたくて下関水産大学を受験したが

失敗。あきらめきれずに、本校へ。学校で

の生活は楽しい。人間関係がいいし、学生

同士すごく仲がいい。

船乗りのイメージは大型船に乗り組む船

員。でも現実の内航船は小型で乗組員も少

数。航海当直以外の仕事も多いと聞いてい

る。やはり、乗るなら大型のフェリーか

RORO船だと思っている。高校の先輩が

神戸大から外航大手に就職した。負けない

ようにがんばりたい。本校での両用教育は、

船会社の陸上スタッフ、例えば工務部門な

どで生かせると思っている。今のうちに何

でも吸収したいと意欲的だ。

ま す だ かずひろ

桝田 和宏さん（３３才）

山口県熊毛郡上関町出身。柳井高校卒業

後家業である造船鉄工所で２年間働いた。

しかし、小さい頃から造船鉄工所でみてき

た船に自分が乗り組んでみたいとの夢が捨

てきれず、本校入学を決意した。鉄工所に

検査のため入ってきた内航船のエンジン

ルームでディーゼル機関を分解整備してい

るうちに、海技資格をとって実際に自分の

手で、このエンジンを使ってみたいと思う

ようになったという。
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入学するまでは、年齢のこともあり憂鬱

だった気分も、いまは年下の仲間との毎日

のコミュニケーションがとても楽しい。仲

間と年齢差はあるが、目線を同じにすれば

問題なし。座学は、離れて時間がたってい

ることもあり、つらいものがあると本音も。

地元には内航の船主が多く、小さい頃か

ら船に慣れ親しんできたが、内航船が減っ

てきていることが気になる。故郷の上関に

はケミカル船の船主（オーナー）が多いが、

乗るならやはりケミカル船。できれば大型

船を経験したいという。将来は、好きな機

関部の仕事を極め、機関長を目指したいと

明るく元気だ。

取材を終えて

学生たちの取材を終えて感じたことは、

ひとり一人が、はっきりとした将来の自分

の夢を持ち、具体的な目標を定めて、それ

らに向かって一生懸命がんばるという強い

意気込みである。

彼らの話ぶりから、将来の自分の働く姿

とこの学校で学ぶ２年間を重ね合わせ、吸

収できるものは何でも自分のものにしよう

という姿が容易に想像できた。

また、日常生活すべてにおいて、直接、

学生と向き合う先生の姿も印象的だった。

一般的には海運や船員といえば、外航海運、

外国航路に乗り組む船員というイメージが

強い。そういった中で本校の卒業生の多く

が就職していくであろう内航海運そのもの

について先生自身が勉強し、学生たちが就

職後にとまどいを持たないようにとの配慮

を行っていることも伺うことができた。

また、厳しく、規律正しい学生生活の中

にあっても、常に明るく、楽しく、前向き

に勉学に励んでいる彼らの夢が叶うことを

祈る。彼らが本校を卒業し、船乗りとして

立派に成長し、日本海運の安全をしっかり

と支えてくれる日がくることを期待したい。

試験に挑む学生たち

カッター訓練
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取材� 船会社の実情を聞く

春山海運�

JR 今治駅の目の前にあるビルに事務所

を構える春山海運�を訪ねた。当社は昭和

４７年１０月に設立。代表取締役は今岡次郎氏。

業務内容は船主業、船舶管理業、内航船舶

貸渡業だ。社員１２５人（陸上１５人・海上日

本人１１０人）他に外国人船員２８０人も抱える。

所有船舶は外航船１４隻、内航船は所有船

７隻、管理船舶（裸傭船）３隻計１０隻を扱

う地元では大手の海運会社だ。
いま

陸上スタッフの総指揮を任されている今
おかたかひろ

岡貴廣専務に当社の人材育成策と船舶管理

の悩みについて聞いた。

春山海運�の今岡専務

人を育てるには船の
大型化が不可欠

所有船・管理船の船種・船型は、大型の

RORO船、自動車船が中心。小型（４９９総

トン型）の貨物船３隻も扱う。海上社員１１０

人はこれら１０隻の内航船に配乗する要員だ。

外航船１４隻（６２４，７３６総トン）も所有し

ており、外国人船員２８０人はこれらの外航

船に配乗されている。

当社の内航船の大型化への取り組みは

１９８８年３，０００総トンのコンテナ船を所有。

９０年以降は、RORO船に切り替えた。当

時、オーナーは建造した船舶をマンニング

会社に貸し渡すケースが多かったが、当社

の場合、先代社長の時代から引き継いだ「船

会社は人が一番重要であり大事」という考

え方を貫いてきた。内航大型船に取り組ん

だのも、内航で人を育てるには大型船しか

ないというのがきっかけだという。

当社の場合も内航船社の例に漏れず、所

属船員の高齢化は急激に進んでいる。年齢

構成も５０～６０才代が中心。毎年数人ずつ新

卒船員を採用しているが、育成に苦労して

いる。今年は地元の波方海上技術短大から

２人と海技大学校から１人採用した。内航

船で人材を育成するためには、供食体制を

中心とした船内環境の充実が欠かせないと

の考えから、昨年、司厨部育成に向け、清

水海上技術短大の司厨事務科（昨年で廃

止）卒を採用したが残念ながら定着しなか

った。同業他社の話では、携帯電話が通じ

ないからという理由で下船してしまう例も

あると聞いており、即戦力は求めないが、

船乗りとしての素養が必要だと思う。

新卒船員を小型船に乗せられないのは、

現在の用船料では育成に必要なコストがカ

人材の確保育成と安全運航への取り組み
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バーできないことと、乗り組み定員が少な

いため、新卒者を育成する体制がとれない

ため。当社の場合、初乗船後３ヶ月を養成

期間としているが、当該船の船長からは、

周りの乗組員は大変だが、ある程度責任を

持って仕事にあたるという経験は早くさせ

たほうがいいとの声もある。

小型船の用船料は依然低迷

船員不足が表面化して若干の改善は見ら

れるが、現在の運賃・用船料の水準では、

いずれ内航の小型船はなくなってしまう。

少なくとも、船舶のリプレース（代替建造）

と船員の育成ができる水準が必要だ。最近

では、オーナーが採算ベースに乗らない小

型船のリプレースを行わないため、オペ

レーター自身が船舶を建造し、自社運航す

るケースが出てきている。少しは、オーナー

の苦労や悩みを理解してもらえるのではと

期待しているという。

外航海運も船員不足

人材確保・育成と船舶の航行安全の関わ

りについて今岡専務は、次のように語った。

当社の外航関係では、多くの外国人船員

を配乗している。日本人の後継者が育成で

きなければ、彼らに頼らざるを得ないが、

問題は、外航海運のマーケットが高騰し、

船員の需給が逼迫してきている現実がある。

内航船への外国人船員の導入を考えた場

合、言葉を中心としたコミュニケーション

の問題がある。事故やトラブルの最大の原

因はコミュニケーション不足。乗組員間の

みならず対陸との関係も心配だ。海難事故

のリスクを考えれば外国人を入れるメリッ

トはない。内航海運を国内物流の基幹産業

と位置付け、人材の育成に本腰を入れて取

り組むしかないと今岡専務はいう。

春山海運が所有する「さんふらわあ はかた」

急がれる船員職業の魅力アップ

これは、業界全体で考えていく必要があ

るが、せっかくお正月などの長期停泊があ

る場合でも、岸壁使用料は船のトン数×単

価×日数で算出するため大型船はどうして

も岸壁使用料が高くなる。したがって、用

船先であるオペレーターからは、経費節減

を理由に船の沖だしを求められる。RORO

船の場合は、カーフェリーと同様に、毎日

の航海もタイムスケジュールにしたがって

隙間のない運航をこなさなければならない。

たまの休みは岸壁でいつでも上陸できる状

況にしてやりたいというのがオーナーの心

情だが、ままならない。乗組員の気持ちを

考え、オーナーが岸壁使用料を負担し、利

便を確保することもあるという。

今岡専務はこうした荷主やオペなど運航

者をふくめた乗組員への世知辛い対応が、

内航船の魅力をなくしてしまっていること

を関係者が認識すべきだと締めくくった。
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�広島シッピング

�広島シッピングは広島市宇品海岸通り

にある。海運業として老舗といわれる�双

葉商会の関連会社として、主に船舶管理業

と船員派遣事業を営む。従業員数は海上１３５

人、陸上７人のスタッフ。管理船舶は１７隻、

７，０００総トン。他に船員派遣事業対象船舶

として１０隻を数える。
は た て や す お

旗手安夫社長に船員の確保・育成と船舶

の安全確保に関する日々の苦労やエピソー

ドについて聞いた。

�広島シッピングの旗手社長

安全確保は事業の生命線

旗手社長は、船員の確保・育成には非常

に悩んでいると日々の苦労をにじませて次

のように話してくれた。

船員の確保は、運輸局への求人や乗組員

の紹介などに頼る事が多い。新卒船員の採

用は、近隣の水産高校や海技専門校へ募集

をかける。

船員の育成への取り組みについては、内

航総連合会の船員政策に沿って進めている。

具体的には、新６級取得コース（９ヶ月の

短期間で資格取得）に３名がチャレンジし

ている。また、所属各船には漁船からの転

職者を研修員として、定員枠外で乗船させ

ている。現在、育成中の船員数はあわせて

９人だが、人を育てるのは大変。習熟には

個人差があり、単純に期間だけでは判断で

きない。会社にとっては、かなり重い経費

と時間を費やすことになる。

人材の育成は内航海運全体として、避け

て通れない死活問題としてとらえるべきだ

と旗手社長は語る。

また、船舶管理業や人材派遣事業にとっ

て安全運航は生命線でもある。

会社設立当時には、その対策を立てなが

らも、思いもよらない海難事故が起きた時

期があった。これは急ごしらえの管理シス

テムの不備や人心の掌握不足など、所帯が

膨らむほどに欠点が滞積して事故が多発し

たものだと思っていると、旗手社長は苦労

を重ねた日々を振り返った。

海・陸の連携強化で

前述の反省をふまえ、さまざまな内部調

査や、思考錯誤を繰り返した結果、安全管

理システム上の指揮命令および連携の確立

が必要という考えに到達した。これを達成

するため、１７隻の船舶をそれぞれの担当者

チーム別に管理船舶をブロック化し、ブロ

ックの責任担当者が船や船員一人ひとりに

目が行き届く安全運航体制に切り替えた。

具体的には、次の取り組みを推進し、安

全担保の向上に努めているという。

○専従の安全管理担当部署を設立して月間

毎の安全重点目標を設け、安全指導・訓

練・勉強会などを開催する。

○担当者の訪船と極めの細かい連携を図る。

○毎日、各船から会社に届く動静について
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は一覧表にして各船に配信し、仲間意識を

醸成する。

○船舶の安全確立には船長の持つ意識と責

任観念が大きく左右することに着目し乗船

前に安全意識教育を行い、下船後も船内の

安全意識の状況について情報交換を行う。

欠かせない毎日の健康チェック

次に、旗手社長自身が最も留意している

ことは、海・陸間の連携と健康チェックだ

という。

当社の管理船舶は、４人乗組み／５人乗

組みで構成されている小型船が中心で、少

人数での運航は、常に余裕の無い状態にあ

る。病気／近親者の不幸／怪我／突然の下

船者などのアクシデントが発生して、運航

に支障をきたさないためには、常に陸上担

当者と船側の極め細かい連携が求められる。

一方で、高齢者が多くなった職場には健康

チェックが欠かせない。チェックリストと

血圧計を配布し乗組員の健康チェックを実

施している。その情報を陸上サイドで集計

し、都度、適切なアドバイスを行っている

という。

労働環境整備への課題は山積

また、人材の確保・育成と船舶の航行安

全とのかかわりについて旗手社長は、次の

ように述べた。

経済が発展していく幾十年も前の過程で、

内航船の人材確保は日本の過疎地にある若

者で充分に補われていた。船舶の環境や居

住性も、その当時の職場と田舎暮らしの居

住性では同等、またはそれ以上であったか

もしれない。しかし、内航船舶の環境や居

住性は、今も当時の状況のままに据え置か

れている。目覚しい進化を遂げたものは、

運航効率を上げるための周辺機器のみであ

り、船員のためのものはないといっても過

言ではない。

そこで働く人たちへの配慮や理解は程遠

いという現実だ。居住区の面積が狭いこと、

調理担当者が乗船していないこと、船が着

岸時に上陸手段がないこと、陸上に比べ船

員保険料など社会保障費の負担が大きいこ

と、労働保護法である船員法に定める労働

時間が守られていないこと、労働協約がな

い船が８割を占めるため、組織船に比べ大

幅に少ない休暇日数で我慢を強いられてい

るなど、例をあげればきりがない。

当社独自の予測ではあるが、５年後に

１０００人の船員が不足、１０年後には約２，１００

人の船員が不足し、内航の船舶数のうち約

１割（４３４隻）の船が運航不能になること

が予測される。現時点では安全運航を確保

するため、定年退職した人達に現場にU

ターンしてもらい、定員を確保しているの

が実情だという。

また、船員の高齢化による不安全な要因

ついては�運動能力の低下�高血圧など高

齢化による健康条件の不安�視力／聴力の

低下�判断反応の遅れ�一人当直での居眠

りなどがある。厳しい海上の条件に適合し

ない労働力であり、これら高齢化の波は急

速に広がりつつあると旗手社長は心配する。

育成・習熟には３年が必要

さらに旗手社長は話をつづけた。

船員の高齢化と不足は、質の低下した船

員まで雇用せざるを得ない状況を生む。法
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律で定める安全最少定員を確保するために

は、やむを得ないことだ。単に定員への数

合わせは、資格のみを鵜呑みにして、漁船

などから転職してきて間もない人達が瀬戸

内海の一人当直にあたるということでもあ

るという。

内航船４９９総トンの貨物船は、起工式か

ら４ヶ月で就航できる。しかし、その船を

安全に運航する乗組員を育てるには、今も

昔も３年の年月が必要。将来を担う若者を

育てることの停滞と遅れは、決して許され

ない。現状のままではこの難事を乗越える

事は不可能で国家を上げての支援が必要だ。

船員所得への非課税措置、陸上との生活環

境格差の解消や内航海運の発展に欠かせな

い主要高速道路と各港間とのアクセスの拡

充など、国や業界を上げて取り組むべき課

題は山積している。

地球環境の保全にも期待

常に社会の注目の外で活躍してきた内航

海運。地味ではあるが、効率的かつ大量に

運べるという極めて有利な特性をもつ国内

物流の大動脈であるがゆえに人類のテーマ

である地球環境保全への期待も大きい。島

国日本の物流を考える時、外航船舶はその

ほとんどが外国に置籍され、外国人船員に

よって運航されている。国に重大事が発生

した場合、緊急輸送手段として活躍が期待

されるのは、内航海運のみである。この衰

退は国そのものの致命傷にもなりかねない。

国民にとって重大な損失であると同時に大

きな間違いであると、旗手社長は、熱い思

いを語ってくれた。

�イコーズ

船舶管理会社�イコーズは、平成１２年４

月、発起人である５人の船主により設立さ

れた。現在の規模は、社員１３３人（陸上９

人・海上１２４人）を抱え、管理船舶は１７隻

におよぶ。
くらもと ゆ き お

蔵本由紀夫社長は、当社のモットーにつ

いて、船種・船型を問わず、船主のニーズ

に合わせた船舶管理を行う。自社の品質管

理（ISO９００２）、国際安全管理システム

（ISM）に準じ、常に「船舶管理技術の向

上」「内航海運の社会的認知の向上」「船員

の地位向上」をめざすという。

�イコーズの蔵本社長

うねごうち

蔵本社長と畝河内取締役の両氏に船員の

確保・育成や労務管理にまつわる日々の苦

労とエピソードについて伺った。

人材確保が至難の小型船

蔵本社長は、当社の人材確保への基本姿

勢について、次のように述べた。

当社は人材が宝との思いで、海事局が主

催する船員就業フェアへは第１回目から参

加している。初回以降、フェアへの参加船

社も増え、同業他社の魅力ある大型船が増

えてきたことや、求人状況が好転している
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ことも影響し、小型船が中心の当社に対す

るフェア参加船員の興味が薄らいできてい

る状況がある。

一方で当社は、電気推進船・高度船舶安

全管理システムなど新たな取り組みの推進

や多種多様の船舶を保有することによるス

キルアップに加え、新卒船員の継続採用な

どにより、在籍船員数を一定規模確保する

ことができている。

内航の船員不足は日を追って増している。

新卒の海技資格取得船員を能力の有無にか

かわらず破格の待遇で採用する会社もある。

昨年の夏休みを利用して当社の船舶で海

上技術学校の生徒の体験乗船（実践教育）

を実施した。こうして実践経験を経た若年

船員を他社が上級職員として高給優遇で迎

え入れるなど、明らかに引き抜きと思える

行為が横行している。最近になって当社船

員の離職率が上がってきていることも事実

だと蔵本社長は業界内部のモラルの低さに

憤る。

船員の引き抜きが横行

社内で実務を担当する畝河内さんも、業

界内部の安易な船員確保への姿勢に顔をし

かめる。

新規採用者を募集しても船員が求める給

与水準と弊社の給与タリフが乖離している

ためか、思うように採用できない。中途採

用の場合も、求職している船員の多くは定

着率の悪いことや船内融和に欠けるなど問

題が多い。船員需給が逼迫してくると優秀

な船員を確保していくのは至難と言える。

内航の特色として海技資格を有する船員

は、その能力に応じて高く評価される船会

社を自由に選択し、異動していく傾向が強

い。中途採用（船員の引き抜き）をする船

社も船員個人の選択の自由を悪用するとい

う構図だ。業界内部の自社で船員を育成・

教育するという意識が乏しいことは事実。

安易な方法で船員を確保するというのが当

たり前の世界だと、畝河内さんは嘆く。

このままでは労務倒産も

畝河内さんは、今後の船員問題について

次のように話した。

魅力ある業界へと転化し、総体的船員数

が増加しない限り、船員の質の低下は避け

られない。最悪の場合、労務倒産などが発

生、安定輸送が滞ることも懸念される。

若い人たちに、船員という職業に興味を

もってもらうためには、陸上産業で働く以

上のインセンティブ（目標を達成するため

の刺激）を与えることが不可欠だと思う。

１年間の内航海運からの離職者は１，０００

人を超える。過去５年間の平均値をみると

船員教育機関卒業者は年間約６５０人のうち

内航船（貨物・タンカー）への就職は１８０

人。水産高校卒業生３，６７０人のうち商船へ

の就職者はわずか５０人しかいない。

一方、過去１０年間の内航船舶数の減少傾

向から推計すると、５年後の船舶数は４，６７０

隻、１０年後は４，４５０隻となる。

推計船員数とのギャップは５年後で

１，９００人、１０年後には４，５００人の不足となる。

また、陸上労働者との所定内賃金比較では、

全産業や中小製造業（３０人以上）の方が高

い値となっている。これでは、内航に優秀

な人材は来ない。

当社では、こうした経済的余裕のある船
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社の無秩序なハンティングにも挫けず、社

内労働環境の改善や将来展望を見据えた中

期ビジョンの策定など、所属船員のモチ

ベーションを保つための懸命な取り組みに

よって、現有規模を何とか維持している。

小型船中心の船舶管理会社は、船員の確

保・育成問題が差し迫った最重要課題だと

語った。

�イコーズの畝河内取締役

安全への目線はひとつ

船舶の安全運航管理に関する主な取り組

みついて、畝河内さんは次のように語った。

当社は、ISMコードに準じて船舶の安

全管理を行っている。基本業務（作業）が

手順に従って実行されているかについては

都度チェックを行い、必要な是正を加え、

更に目標を設定し取り組むという安全管理

システムを実行している。

また、船内はもとより海・陸のコミュニ

ケーションを重要視し、海・陸スタッフの

安全に対する目線を合わせ、透明性と対話

のある社内環境構築に心がけている。

全員参加型の目標に対する取り組みを促

進し、その必要性を動機付ける事に重点を

置く。現場段階における能力開発にも積極

的に取り組んでいる。一例として、移動可

能な簡易レーダーや操船シミュレーション

システム開発への参画などがある。システ

ムを活用したBRM研修も定期的に実施し

ている。

また、陸上スタッフの訪船活動を定例化

し、各船で起きるヒヤリハットなどの情報

開示も積極的に行っていると畝河内さんは

会社の「安全」に対する取り組み姿勢を強

調した。

省人化のメリットを船員に

つづいて蔵本社長は、具体的な船員対策

について次のように話した。

若年船員の内航に対する改善要望内容は、

所得、休暇、社会的評価の順となっている。

所得に対するインセンティブを考えれば、

荷主・オペレーターとの適正コストに対す

る議論と理解が必要であるが、現状の売上

範囲で可能な対策とすれば、船舶の高度化

による安全運航の担保と陸上支援整備によ

る労働軽減を確実にした省人化が考えられ

る。

内航海運は過去に、船員や事業者の努力

により成し得た省人化によるコストメリッ

トの殆どを荷主に吸い上げられたという苦

い経験をもっていると聞く。

今後は、省人化によるメリットは、労働

環境の改善など船員対策に関する費用とし

て必ず船員のために活用されるべきと思う。

船員が切望している休暇制度の充実には、

予備員率のアップが必要だが、予備船員の

雇用はコストアップに直結する。

「内航海運が、社会的評価を上げ、適正

な運賃・用船料を得るためには、優秀な人

材が集まる業界づくりと業界発信の PRが
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欠かせない」と蔵本社長。

求められる船型の標準化

また、人材確保・育成と船舶の航行安全

の関わりについて蔵本社長は、つぎのよう

に述べた。

安全で環境に配慮した、魅力ある職場作

りは欠かせないが、船員供給ソースの拡大

や海技資格取得の短縮化、実際の商船を用

いた教育実習など即戦力化への教育実習な

ど、取り組むべき課題は山積している。

これまで内航業界は、個々の船主がオリ

ジナリティのある船舶建造を競ってきた。

これからは、船型の標準化による建造コス

ト低減やメンテナンスならびに陸上支援を

容易にする取り組みが必要だ。

海難事故の大半はヒューマンエラーであ

る。航空機事故が他の輸送モードに比べて

少ないのは、自動化技術が進化し、陸上支

援体制が完成されているからと思われる。

したがって、シミュレーションの高度化

による陸上教育（航海＆機関）に重点を置

き、航海・離着桟・荷役などの自動化シス

テムを進めることが望ましいと蔵本社長。

安全・環境に適切なコスト負担を

今後の業界のあり方について、蔵本社長

は自身の思いを率直に明かした。

安全運航は事業者の義務であり当然の使

命と認識している。船舶管理業に対する必

要性の認知と適切な評価がされる契約への

移行ができれば、安全に対する取り組み意

識もより一層高まると思う。勿論、安全を

担保するためには、それに必要なコストも

当然発生する。現在はそのコストが運賃や

用船料、船舶管理料に反映されていないこ

とも現実である。

内航海運は大きな転換期を迎えている。

これまで地方の内航海運事業者は船主

（オーナー）として家内工業的に事業を営

んできた。近年は、船舶の大型化・専用船

化が進み、陸上との連携によるトータル物

流の一貫としてその役割を担うようになっ

てきた。環境と安全という２つのテーマを

念頭に業界のCSR（社会的責任）を果た

すためには、個々の競争ではなく、業界の

一丸となった取り組みが必要であり、強力

な発言力と指導力をもつリーダーが求めら

れる。

勿論、産学官が協力しながら力を結集す

る事も忘れてはならない。

グローバル化の中で経済性は無視できな

いが、安全・環境に配慮するためのコスト

は必要だ。このコストが確保されなければ

産業も成り立たたないし、衰退の一途を辿

る。現在の内航海運はその渦中にあると思

う。

いま、船員対策を講じなければ、内航船

への外国人労働力の導入や国内海上輸送を

外国船に委ねる（カボタージュの撤廃）に

踏み切らざるを得なくなる。国内産業の空

洞化や国防の観点からみてどうなのか議論

する時期がきていると思うと述べた。

蔵本社長は、「われわれ内航海運事業者

は、日本の将来にとって何が必要なのか、

何ができるのか真剣に模索し、実行に移す

努力を忘れてはならない。」と結んだ。
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取材� 内航船の乗組員に聞く

月 星 丸

荷役岸壁に接岸中の月星丸

広島県呉市にある日新製鋼の岸壁に着岸

している月星海運�所有の月星丸を訪船し

た。本船は、１５０総トン、１，８３８kwのプッ

シャーボートだが３，０００トン積みのバージ

と一体型で運航する。亀岡船長はじめ乗組

員全員に当社の人材育成や航行安全への取

り組みについて話をきいた。

かめおか も と じ

船長 亀岡 素司さん（５２才）

亀岡船長は、福岡県遠賀郡の出身で福岡

水産高校卒業後、当社へ入った。内航では

めずらしい、いわゆる生え抜きで、同級生

は水産会社や外航船社へ就職したが、その

大半は、途中で転職を余儀なくされている

という。その点、自分は内航に乗ってよか

ったと思っているが、本船は忙しいし、神

経が休まる暇がない。呉～大阪・堺港を月

間１５航海し、昼間荷役で夜間航海という繰

り返しの運航で、船舶輻輳海域や狭水道が

多い瀬戸内海の航海は、熟知している海域

とはいえ緊張の連続だという。

最近、特に目立つのは、元日本の内航船

でパナマやベリーズなどの外国へ転籍した

船が、来島海峡を逆行したり、こませ網へ

突っ込んだりすることが多いことだ。GPS

を装備しているから、自船の位置はわかっ

ているはずだが、航法無知といってもいい

ような船のオンパレードだ。こうした船の

喫水が明らかに１mはオーバーし、平然

と航海しているのも気になるという。

人材の育成について船長は、年齢構成か

らみると、もっと採用枠を広げて取り組ま

ないと後継者が育たず大変だ。このまま推

移すれば、日本人船員はいなくなるのでは

と心配する。

月星丸の皆さん。前列右から、亀岡船長、立石機関長
津川一航士、後列右から松崎二航士、竹内二機士
大重次席二航士、坂之上司厨長

たていし ひでお

機関長 立石 英雄さん（５０才）

鹿児島県枕崎市の出身。鹿児島水産高校

卒業後、漁船に７年間乗り、知人の紹介で

地元鹿児島市の貨物フェリーで１２年、当社

に入って１３年という内航のベテランだ。

本船は、機関部２名の定員で主機関の年

間運転時間は５，０００時間にも達する。機関

の整備作業はもちろん、運航に必要な甲板

作業を含めてすべてにかかわっており、た

とえ新人が乗船しても教育に必要な時間が

取れない。また、研修する場合は、定員数
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以外の予備室が必要だが、部屋数の関係か

ら、本船のような超小型船では無理である。

少子化のなかで、特殊な労働環境にある内

航船員を育てるのは至難で、あと１０年も経

たずして船員がいなくなって内航船がとま

る日がくるよと言い切る。

つがわ ひろゆき

１等航海士 津川 博之さん（４４才）

地元の山口水産高校を出て当社へ。

本船は、稼動が激しいことを考慮して、

休暇サイクルを短くしている。他の船は、

３ヶ月乗船、１ヶ月休暇のパターンだが、

本船は、４５日乗船で１５日休暇のサイクル。

津川さんは、甲板部の労働時間管理をおこ

なう立場上、乗組員の体調管理には、人一

倍気を使うという。健康であってこそ、航

海の安全は確保できるとの信念である。

船員労働の評価について、船の場合は、

船内に拘束される時間が極めて長いにもか

かわらず、これが賃金や休暇に反映されて

いないと本音をのぞかせる。

まつざき せいき

２等航海士 松崎 誠記さん（３６才）

福岡県大牟田市の出身。口之津海員学校

卒で入社１８年目の中堅。航海が激しく、い

つも忙しくバタバタという感じで、常に睡

眠不足がつきまとう。乗組み定員はもっと

余裕が必要だ。若者が魅力を感じる労働条

件や生活の場に変えていかなければ、優秀

な人材は内航船に来ないと辛口の一言。

たけうち ふとし

２等機関士 竹内 太志さん（３１歳）

竹内さんは波方海上技術短大卒で在籍１１

年目。出身は愛媛県今治市（大三島町）。

外航船に乗りたかったが、日本人の職場は

なくなってしまったと聞き、内航へ。当社

も例外ではないが、同年代が少なく、船内

でお互いの悩みや相談ができるような年齢

構成が必要だという。また、陸上は、情報

が多過ぎるくらいあふれているが、それに

比べて、船内で得られる情報はテレビと携

帯電話のみで携帯も不感海域が多い。パソ

コンなどの情報機器が簡単に使える船内環

境にしないと若者は内航に来ないという。

おおしげ あきと

次席２等航海士 大重 明人さん（３１才）

陸上休暇後、乗船して半月。本船の激し

い稼動になれないためか、いきなり「めっ

ちゃ眠い」。

大重さんは、広島市出身。清水海上技術

短大卒で、当社には、学校への求人案内で

入社して１０年である。内航船は家族的な雰

囲気があり楽しいところもあるが、どうし

ても閉塞感はぬぐえないという。乗船中は

割り切れというなら、乗船中の苦労を、も

っと陸上休暇の日数や回数に反映させるべ

きだ。人間の集中力持続にも限界がある。

安全運航のためにも、短期的な陸上でのリ

フレッシュは欠かせないと建設的な意見だ。

さかのうえ ゆきお

司厨長 坂之上 行雄さん（５２才）

本船の台所を担当する坂之上司厨長は、

鹿児島県指宿市の出身。外航船員として１３

年。外航海運で外国人船員との混乗化が進

み、やむなく内航船へ。当社にきて、すで

に１５年が経つという。食料の仕入れ、積み

込み作業のあと、昼食の準備でいそがしい

にもかかわらず、終始、にこやかに対応し

てくれた。（おいしい特製カレーご馳走

様。）
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瑞 栄 丸

広島港で積荷待ちの瑞栄丸

広島港の公共岸壁で荷役待ちの瑞栄丸を

訪ねた。本船は４９８総トンの鋼材専用船だ。

遠洋マグロ船から内航船へ
た し ろ か ず お

出迎えてくれた田代一男船長（５２才）の

出身地は、岩手県宮古市。岩手県立宮古水

産高校を卒業後、遠洋まぐろ漁船（１８人乗

り組み）に乗船していたが、平成元年内航

へ転職した。

以降、愛媛地区３社の内航船を乗り継ぎ、

本船の船員配乗会社である松徳産業（愛媛

県今治市）へ。当社には２年在籍している。

遠洋マグロ漁船に乗っていた当時、すでに

マグロ船は斜陽傾向で、１年半から２年間

乗りっぱなしでも年収は６００万円ほどしか

なかった。内航船に転職してきた当時は、

手取りで２７万円。その後、バブル景気があ

って船員不足が発生、給料は手取りで１０万

円増えたと田代船長はいう。

ベテラン船員が頼りの内航船

本船への配乗要員６人（内１名は休暇下

船中）も岩手県４人、宮城県２人で、ほと

んどが漁船からの転職者である。

船長はいう。私たちは、漁船の経験があ

るから、ハードな仕事や睡眠不足にも耐え

られるが、内航船で若い後継者を育成する

ためには、運賃・用船料を引き上げ、労働

条件や船内の生活・居住環境を改善しない

とだめだと思う。小型船が多い内航で、今

のままでは人の育成は無理だという。

荷主やオペレーターは、安全管理規定や

独自の安全運航の手引書にもとづき、細か

く船側に注意喚起をしてくる。

瑞栄丸の田代船長

本船は君津や室蘭で鋼材を積荷、２～３

港揚げの航海を月間約５航海こなすという。

ハードスケジュールだが、安全運航が維持

できているのは、ベテラン船員が揃ってい

るからだと思うと話してくれた。

船長は、本船のような小型船では、船員

を採用する場合、瀬戸内海の一人当直がで

きることが最低要件だ。本船の安全最小定

員は５人だが、新卒者にいきなり一人当直

は任せられないから、人を育てるためには

最低６人の定員が必要だと思うが、船主は

いまの用船料では５人以上乗せることは無

理だと言っているという。田代船長がいう

内航小型船で若者を育てられない、育たな

い理由とは、こういうことだ。
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労働環境の整備を早急に

また、本船に乗る前は熊本の内航船に乗
ま つ い か ず お

っていたという松井一男１等航海士。熊本

の会社では、地元から新卒船員を３人採用

したが、うち１人は１年たたないうちに辞

めてしまった。内航業界全体として彼らが

定着するための、賃金や休暇などの労働条

件や生活環境の整備・充実に向け真剣に取

り組まないと大変なことになると経験談を

交え、話してくれた。

第１２東洋丸

本船は広島市にあるマツダの車両やシ

ャーシを主な積荷とする１０人乗り組みの自

動車専用の定期船。総トン数４，３７５トンで

内航船のなかでは、大型船だ。船主は呉市

にある日の出海運�である。

定期旅客船から自動車船へ

広島市、海田港で荷役待ちの本船を訪ね、
なりまつまんざぶろう

成松万三郎船長（５１才）から話をきいた。

成松船長は、大分県の出身。地元の大分

水産高校（現大分海洋学校）卒業後、学校

の紹介で広島～別府間の定期旅客航路を運

航する広別汽船�に入社。しかし、高速道

路網の整備や JRのスピードアップなど他

の輸送モードとの競合が激しく、採算が悪

化、５年前に同航路は廃止された。それま

での約３０年間、旅客船で培った操船技術を

かわれ、内航船を運航する当社に入った。

広島西港～千葉（マツダ）～東京港～岡山

～五日市港・海田港・広島西港で１ラウン

ドの航海。下りの航海では、２航海に１回

は香川の坂出にも寄港する。積荷は、マツ

ダ車のみでなく、スバルやホンダ車も積む。

ほとんどの港が入れ出し（入港してその日

の内に出港）である。

大型自動車運搬船第１２東洋丸

運航スケジュールは厳守

船長として本船で一番神経を使うのは、

運航スケジュールと積荷のダメージだとい

う。濃霧や時化による運航スケジュールの

遅れは、１ラウンドのなかで停泊時間を圧

縮して取り戻す。気が休まる暇はない。

特に濃霧の時期は航行の安全確保と運航

スケジュール遵守の狭間で船長の神経はす

り減る。また、車両船は積荷のダメージは

致命傷となる。車両積み降ろし作業中は、

本船サイドの整備作業は一切禁止されてい

る。

瑞栄丸の松井一等航海士
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新卒者の定着には工夫が必要

内航の後継者育成についても成松船長は

心配する。

今年３月新卒船員が乗船したが、若い子

は、自由にのびのびと仕事を覚えさせるこ

とが必要で、頭ごなしではだめだという。

ただ、事故やトラブルは本船の運航にも直

接影響することもあり、安全面には、周り

のクルーが精一杯の神経をつかう。本船に

限らず内航船は、どの船もハードな運航だ

が、新卒者を定着させるためには、休暇を

工夫する必要がある。また、本船のような

定期航路の場合は、地元出身者を採用し、

停泊中に陸上との接点がもてる工夫も必要

だ。本船のような大型船は２人当直体制だ

から、新卒者のトレーニングの場がある。

しかし、内航の主力部隊は、７００総トン未

満の小型船で、こうした船では１人航海当

直体制だ。即戦力を求められるが、無理な

要求であり、本人がかわいそうだ。８割を

占める小型船で若い人が育つ環境作りをし

ない限り、内航海運の将来はないと成松船

長はいう。

新卒の山口君に船長がエール

船長は、このままいけば、外国人に頼ら

ざるを得ないが、日本の内航海運に外国人

がくるか、はなはだ疑問だという。なぜな

ら、内航で安全運航が担保できる技量や能

力があれば、外航海運の労働マーケットで

より高い処遇が得られるはず。欧州では日

本人船員より高給の外国人船員が数多くい

ると聞く。国内産業として、日本人海技者

を育てていくことが、船舶の安全確保への

近道だと思うと語った。さらに、成松船長

は、当社も将来を見据え、新人船員を採用

しているが、日本人の手による内航海運を

維持していかなければ、安全な航海も果た

せないと思うと述べ、若手の育成に力を入

れるべきだと訴えた。

第１２東洋丸の山口勇太機関員

やまぐちゆ う た

３月に乗船したばかりという山口勇太機

関員に聞いた。長崎県諌早市の出身で口之

津海上技術学校を卒業し、学校の紹介で入

社した。仕事は毎日が勉強だが、早く４級

海技士の口述試験に合格するようにと懸命

に勉強中だ。給料は２回もらったが、満足

しているし、何よりもいいのは毎日が楽し

いことと屈託のない笑顔をみせてくれた。
未島海峡を望む

22 海と安全２００７・秋号



アジアマリン・機関長

北九州の門司港駅近くにある�アジアマ
わたなべたかのり

リンを訪れ、渡邊孝徳機関長（５６才）から

話を聞いた。

アジアマリン渡邊機関長

主体は船舶管理

同社は、昭和３８年から北九州市門司区で

内航海運業を経営する北九州運輸�「現�

ジェネック」の内航海運部門の船舶管理業

務をおこなうために設立された会社である。

平成１７年４月施行の改正船員職業安定法に

基づく常用雇用型派遣事業の許可を取得し

ている。これらのシステムをフル活用し、

船員の確保・育成にも積極的に取り組んで

いる。

当社は船舶管理をおこなうセメント専用

船９隻とこれらの船舶に乗り組む船員１０４

人を抱える。

渡邊さんは、当社で長年にわたり各船の

機関長としての海上勤務を経て、現在は各

船の乗組員と陸上スタッフとの橋渡しとい

う重要な役割を担っている。当社における

船員の確保・育成について、日々の苦労話

をまじえ次のように話してくれた。

積極的に新人を採用

当社所属船員の平均年齢は４８歳。内航の

同業他社同様に高齢化が進んでいる。前年

度の新卒船員の採用は８人、若手の中途採

用５人を加え、１３人に上った。今年度も同

規模の採用を予定しているが、採用できる

という確証はないという。新卒採用は、波

方海上技術短大、唐津、口之津海技学校に

くわえ水産系の高校からも採用した。新卒

者の配乗は２人当直の大型船に限定される

が、セメント船の場合は、不定期航路であ

るため、指導にあたるベテラン船員の就労

体制が定まらない。大型船であっても、教

育体制をとることが極めて難しくなってき

ている。指導・教育にあたる方も、受ける

方も大変な情況だと渡邊さんはいう。社内

全体で、人材育成に力を入れていることも

あって、現在のところ前年度採用者の中か

ら脱落者は出ていないとのこと。

アジアマリンが管理するセメント船「扇洋丸」４，９０８総トン

「これまで、内航海運では、人材育成を

おこなってこなかった。近い将来、このツ

ケが一気に吹き出す時がやってくる。内航

海運全体をみれば、時すでに遅しという感

じもあるが、何もやらないよりはまし。と
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にかく人材の確保・育成のためにやれるこ

とは何でもやる。」と渡邊さんは強い意気

込みを語る。

欠かせない海陸の意志疎通

荷主は安全管理を最重要視する。船会社

も安全確保は社会的責任との認識が定着し

てきている。当社では、経営トップが直接

船舶に乗り込み、現場との十分な意思疎通

を図っている。こういう取り組みは、経営

陣の「安全確保には掛け声だけでなく、海・

陸を問わず意識の高揚が不可欠」という信

念のあらわれだという。

渡邊さんは、運航技術の継承にも力点を

置いている。団塊世代の大量退職をひかえ、

彼らが経験したトラブルの具体的事例をあ

げ、対処方法を含め後輩に継承していく作

業に取り組んでいる。新卒船員の教育訓練

として座学で学んだことを実技に生かすた

めにメーカーでの技術習得訓練も実施して

いるという。

最後に渡邊さんは、「船舶の航行安全は、

他からのおしつけではなく、乗組員の自発

的な意識があってこそ為し得るもので

す。」と話してくれた。

栄 和 丸

下関港に係留する「栄和丸」

下関港の細江公共岸壁で次航海の決定を

待つ、栄和丸（１９９総トン）を訪ねた。
こ じ ま か ず お

話を伺った小嶋一夫さん（４０才）は、本

船を所有する栄和海運有限会社の専務取締

役であり、船主である社長の子息である。

船長と機関長の海技資格を持っており、両

方の職務に就くことができる。大島商船高

等専門学校を卒業し、外航船社に勤務。そ

の後、地元の熊本県上天草市大矢野町に帰

り、兄弟とともに家業に就いた。

先が見えない船主業

栄和丸の積み荷はA重油専用で、阪神

以西の瀬戸内海を中心に年間平均すると月

間１５航海は稼働している。

油タンカーは、積荷役、航海、揚げ荷役

の繰り返しを本船サイドでおこなう。かな

りハードな運航である。

平成１７年４月の法改正までは、３人乗り

組みで運航していたが、現在、兄弟２人、

雇用船員２人の計４人に増員を余儀なくさ

れた。船員１人の増員は、実質１．５人分の

コストがかかる。付帯費を含めれば、相当

なコストアップになる。８時間労働をクリ関門海峡を航行する内航船
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アするための措置だから仕方ないが、現在

の用船料では必要コストすべてをカバーで

きていない。安全運航と法令を遵守するた

めとはいえ、コスト割れの状態では会社の

存続もどうなるのか心配だと小嶋さんはい

う。

下関港から関門海峡を望む

カボタージュの緩和が心配

本船は、バブル経済終焉期の平成５年建

造で船齢はすでに１４年である。小嶋さんは、

「ぼつぼつ代替建造の時期だが、就航当時

から今日までの、運賃・用船料の落ち込み

で償却がほとんどできていない中では、代

替建造の計画どころではない。船主業に携

わって解ったことだが、売り上げ予想が立

たない商売だ。これから先どうなっていく

のか解らない。」と不安を隠さない。

小嶋さんは、油タンカーを運航している

こともあって船員問題は常に気になるとい

う。労働環境が厳しいだけに、船員不足が

表面化するのはまずタンカーからというの

は業界の常識であり、油タンカーは、ちょ

っとした油断が大事故につながる。人身事

故の防止をふくめ安全運航には細心の注意

を払っているという。

また、小嶋さん自身が外航海運の船員事

情を知っているだけにカボタージュ（現在

は国内各港間の海上輸送は日本船舶のみに

限定されている）が緩和されるのではない

かという動きが気になるという。

若者が育つ環境を

小嶋さんは、内航海運に人が集まってく

るだけの魅力をつくっていくしかないが今

は難しいという。父から聞いた話と前置き

し、以前は、本船クラスの１９９～４９９総トン

の乗り組み定員も多く、未経験者や新卒者

を雇用し、育てられた時代があったらしい。

しかし現状は、単独当直が常態となってい

る関係で定員もぎりぎり、未経験者や新卒

船員を乗せるための予備室も確保されてい

ないのが小型船の実態だと話してくれた。

「私には３人の子供がいます。その内２

人は男の子です。これからの内航海運に思

いを巡らせるとき、祖父や父の時代のよう

に、親として海を職場とする者として、わ

が子に『海はいいぞ。船乗りになってみる

か。』と、胸を張っていえる日がくるのだ

ろうか。」という小嶋さんの一言が耳に残

った。

栄和丸の船橋から
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取材� 地方運輸局に
船員就業の実情を聞く

中国運輸局

「内航船員不足への対策は、船員という

職業の魅力や内航海運の重要性について、

広く一般にアピールし、理解を得ることが

もっとも重要。」と語る、広島市八丁堀に

ある、中国運輸局、海事振興部、船員労政
まつもとは る し よしもとと き こ

課の松本治志課長と吉本時子課長補佐に求

人・求職活動と船員不足対策への取り組み

について話を聞いた。

中国運輸局船員労政課長の松本さん

船員就業セミナーを開催

はじめに、松本課長から管内の船員就業

促進への取り組みについて伺った。

昨年１１月に全国で初めて、広島市で、ジ

ョブカフェと連携した「船員就職セミ

ナー」を開催。船員不足が顕著となってい

る内航海運の若年船員確保対策として、中

国地区内航船員対策協議会（中国内航海運

組合連合会、全国内航船主海運組合中国支

部、全国内航タンカー海運組合中国支部）

との共催によるもの。その結果、船員未経

験の若者１名が管内の企業に就職、現在は

新６級の１種養成施設課程の講習を受講中

とのこと。

今年度は、６月２６日に岡山市のコンベッ

クス岡山で「大学等合同就職面接会」（主

催：岡山県、岡山労働局など）に中国地区

内航船員対策協議会と共催で「船員就業

コーナー」を出展、船員就業に向けた PR

や就職相談を行った。

また、７月１２日には全国初の試みとして、

中国地区内航船員対策協議会と共催で、浜

田水産高校の学生を対象として「船員就職

セミナー」、「就業説明会」を実施した。

さらに、７月２０日には中国地区内航船員

対策協議会などの主催で、人通りの多い広

島市基町クレド野外ホールで、船員という

職業の魅力や内航海運の重要性について、

広く一般の方々にアピールし、理解を得る

ことを目的とした盛大なイベント「～海

へ・あなたの未来を託してみませんか～

GET THE CHANCE２００７ in Hiroshima」

を開催。当運輸局も積極的に支援したと語

ってくれた。

つづいて、管内の船員求人・求職の現状

と特徴的な内容について松本課長は次のよ

うに語った。

タンカーの求人倍率は５．７５倍

管内には、鳥取、島根、岡山、山口の４

支局と尾道、因島、呉の３海事事務所があ

り、職業安定業務を行っている。当課も含

めて管内の求人倍率は２倍前後と、全国平

均の０．６１～０．８７倍を大幅に上回っている。

また、求職者の年齢が高い。なかでも４月

の再求職者のデータをみると５０歳以上は

７６．４１％を占めている。
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しかしながら、求人数の多いタンカー、

ケミカル、ガット船は経験や資格を要する

ためこれら船種の求職者は非常に少ない。

（例：タンカーの求人数４６件に対して求職

数は８件で求人倍率は５．７５倍）、管内の求

職者には有資格者が殆どいないため、常に

他管内の求職者を紹介せざるを得ない状況

となっている。

一方、求職者の多い船種は貨物船、旅客

船であるが、これらは逆に求人数が少ない

（例：貨物船の求人数３２件に対して求職数

は５８件で求人倍率は０．５５倍、旅客船の求人

数４件に対して求職数は２０件で０．２０倍）と

いう実態がある。

これまでは船主自身や家族・親戚のみで

運航していた家族船。平成１７年以降、安全

運航のための家族船の定義が厳密に運用さ

れ、小型船の定員規制の強化によって甲板

部の定員を増員せざるを得なくなったこと

も船員不足が顕著になっている一因ではな

いかと、松本課長は、ますます深刻化する

船員不足に心配顔をみせた。

内航事業者の３割が集中

つぎに、吉本課長補佐から、求人・求職

に関する日常業務を行う中での問題点をあ

げてもらった。

偏った求人・求職に加え、旅客船希望の

求職者は陸上求職と並行して求職活動を行

っており、他の船種を希望することは殆ど

ないのが実情。また、管内には、古くから

内航船主が集中する、いわゆる船どころと

いわれる地域が多い。管内だけで全国の内

航海運事業者の約３割を占めている。しか

し、中小零細事業者が殆どで、船員を育成

していくだけの余力がない事業者も多いこ

とから、どうしても即戦力となる船員を求

める傾向にある。陸上からの若年求職者が

あっても未経験者ということで採用には至

らないケースがほとんどだと吉本課長補佐。

また、最近の傾向として、船員自身がより

高い賃金や長い休暇を求めるようになり、

乗船中に求職票を提出して、現在より待遇

の良い会社に移るケースも多いという。さ

らに「内航海運ビジネスモデル検討会」の

提言に基づき、従来型のオーナー経営から

脱皮して、新たな船舶管理会社を設立し、

船員の雇用を含めた協業化、グループ化を

図る必要がある。これによって船員の確

保・育成が容易になるものと期待している

と話してくれた。

高齢化の進捗が心配

つづいて、松本課長は、雇用のミスマッ

チの解決策についてつぎのように述べた。

船舶管理会社を活用したグループ化を推

進するため、全国に先駆けて船員労政課と

同じ局内の貨物・港運課と連携してグルー

プ化相談窓口を設置し、事業者の相談に応

じている。また、平成１７年４月に内航活性

化３法が施行された。このなかで安全最少

定員の厳格化など船員法の改正や、船員派

遣事業が制度化され、在籍出向や船舶管理

会社の位置付けも明確にされた。これによ

り船員の雇用環境が改善してきた。

しかし、船員の高齢化が一段と進む中で、

それを補う人材がいないことが心配だ。こ

れから迎える団塊世代の大量退職と相まっ

て、船員不足問題はますます深刻化すると

思う。若年船員の確保対策として、陸上か
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らの転職者を積極的に受け入れるための制

度、助成を充実させることが必要だと思う

と語った。

九州運輸局

昨年８月、九州運輸局北九州庁舎は、北

九州市の門司港から、博多駅前に庁舎を移

転した。従来同様に福岡、佐賀、長崎、熊

本、大分、宮崎、鹿児島の九州７県に加え

山口県の宇部以西を管轄する。平成１７年１０

月時点における管内の船員数は１９，１３６人

（予備員を含む）で全国の２０．９％を占めて

いる。

JR博多駅の筑紫口から東に歩いて約１０

分、九州運輸局、海事振興部船員労政課の
ひらかわまさゆき

平川正幸課長を訪ねた。

九州運輸局船員労政課長の平川さん

平川課長は、九州運輸局管内における船

員の求人・求職の現状と課題について次の

ように話してくれた。

多発する雇用のミスマッチ

船員労政課は現在、課長、課長補佐、専

門官２人、職業安定係長と賃金職員の計６

人で日常業務を担当し、うち３人は九州船

員地方労働委員会事務局を併任している。

求人や求職で窓口を訪れた人に対しては、

つねに、きめ細やかで、親切、丁寧な対応

を心がけている。

求人・求職の現状は、平成１７年の船員法

改正以降、管内の有効求人倍率は全国平均

の傾向と同様に、今年３月には０．６６倍とな

るなど着実に上がってきている。

時代背景を反映してか、求職者のなかに

はフリーターやニートと呼ばれる海上職場

未経験の若者や、経験船員の場合でも約半

数を５５歳以上が占めるなど高齢の求職者が

多い。内航海運事業者は、即戦力となるで

きるだけ若くて優秀な人材を求めてくる。

そこに求人と求職のミスマッチが生じる。

求人数は一定程度あるのに未済求職者の数

が一向に減らない大きな要因となっている。

言い換えれば、事業者が真に求める人材は、

すでに枯渇しているといっても良い状況に

ある。

魅力ある職場づくりを

九州は昔から、船どころ、船員どころだ

といわれており、海運業は盛んな土地柄で

あったが、残念ながら近年は、事業者数も

船員数も減少の一途をたどっている。

求職者のニーズも旅客船や港内船のよう

に日帰り勤務が可能な船種を希望するなど、

日々変化してきている。内航船の離家庭性

やそれに見合う賃金や休暇などの労働条件

が正当に評価されていないことが理由だと

思う。

われわれも、雇用のミスマッチをできる

だけなくす努力をしているが、海運事業者

も給料のアップや安全対策・労働環境の改

善など魅力ある職場づくりに邁進してほし

い。また、求職者の皆さんは、海技資格の
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取得や技能研修へのチャレンジなどスキル

アップに努めてほしいと求職者、求人者そ

れぞれに注文をつけた。

「就業フェア」と「マリンワーク」

平川課長は、今後の取り組みについて、

「人材の確保・育成に特効薬はない。」と

したうえで、中央の「船員教育のあり方に

関する検討会」「ヒューマンインフラ部会」

でとりまとめられた具体的施策にもとづき、

こつこつと地道に取り組む必要があると強

調した。

九州運輸局管内の取り組みとして、船員

就業フェアの開催に加え、「マリンワーク

in 唐津」（通常「１日船員職安」と呼ばれ

ているが、この名称は九州発案）の積極的

な開催に取り組んでいる。陸上のハロー

ワークやジョブカフェへの「海」や「船員」

の広報活動も欠かせないと平川課長。

昨年福岡市で開催した「船員就業フェ

ア」は、参加企業２７社、参加者５９人面接件

数１５０件、採用・内定者１３人という結果を

あげ、盛況裡に終えることができた。

また、「マリンワーク in 唐津」は、昨年

佐賀運輸支局唐津庁舎で唐津海上技術学校

の生徒や一般船員を対象に就職相談をおこ

なったもので、これまで佐賀県内には、船

員の就職相談の場がなかったことから、広

く海と船員職業をアピールしようとの試み

だという。管内には、唐津、口之津に船員

教育機関の海上技術学校がある。初めての

試みにもかかわらず、学生２１人一般船員１１

人の参加を得ることができた。窓口での聞

き取り調査によると、卒業後に途中退社し

た若者が再び船に戻ることは、ほとんどな

いという。船員になるための基礎教育を受

けた彼らが順調に育まれ、定着するような

職場づくり、業界づくりが今、求められて

いる。

船員派遣事業制度の活用を

平成１７年４月から船員派遣事業制度が導

入された。本年４月末の許可事業者数は九

州管内で２４社となっている。（全国では１４３

社）従来、煩雑で規制の多かった事業者間

の船員の移動が、この制度を利用すること

によって、スムーズな移動が可能となるこ

とから適正に利用し、船員不足の解消につ

なげるべきであると、平川課長は、制度の

普及と活用の必要性を強く訴えた。

海運・船員の認知度アップを

地方の担当窓口で痛切に感じるのは、一

般的に、海運業や船員についての認知度が

極めて低いということ。あらゆる機会を捉

え、アピールをして回っているが、いまひ

とつ反応が鈍い。映画「海猿」のヒットで

認知度が高まり、海上保安庁への応募が急

増した例がある。海運界に対する認知度・

理解度が深まれば、運賃交渉にもいい影響

を与える。その結果、船員の労働条件が改

善されて船員職業の魅力回復へとつながり、

ひいては船員不足の解消につながる。今こ

そ、関係者が一致協力して海運と船員の認

知度アップに向けた広報・宣伝活動に真剣

に取り組むと同時に、魅力ある労働環境の

構築に向けた地道で根気強い取り組みが重

要だと思うと平川課長は話してくれた。
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はじめに

日本経済が堅調な回復基調を示し始めて

５年目に入った。求人は明らかに増えてい

る。４月現在の有効求人倍率は５年前の

０．６１倍に対し、今年は１．０５倍となっている。

その中でも大学生の求人倍率は昨年の１．８９

倍から今年は２．１４倍へと飛躍し、バブル期

を上回ったという。世は正に採用難の様相

を呈し始めた。

このような環境下、本稿では内航海運業

界が解決しなければならない「人材」の問

題について考察することとしたい。

海運を取り巻く雇用情勢

１９９１年に始まった１２年にわたる平成不況

の間に、「団塊の世代」１期生は４５才から

５７才という脂の乗り切った時期を過ごした。

不動産バブルの後遺症に加え、激しい円高

のために海外生産移転が進み、わが国の雇

用環境が悪化する中での苦しい舵取りであ

った。しかし彼らはその前の世代が残した

負の遺産を払拭して、何とか日本経済を立

ち直らせた功労者である。

その世代が今年は６１才を迎える。大量の

定年退職によって、若い世代へ職場を明け

渡す時期が来た。それに加え、９０年代以降

急速に進んだ中国の市場開放政策の影響で、

世界全体が中国特需の恩恵を受けるに至っ

た。その結果として現れているのがあらゆ

る産業での求人増である。昨年の春すでに

大学生に対する求人が大幅に増えたことを

実感したが、今年はそれに加え、海運関係

で幅広く求人増が見られる。

「団塊の世代」の退職に合わせた補充と、

急激な船隊増強による海陸の職場への海技

スタッフ増強が焦眉の急になってきた。わ

が国海運界ではまず外航海運が未曾有の好

景気を迎えているため、大手企業グループ

の求人増に加え、グループ内関係会社でも

独自に採用を迫られている。これまでは親

会社からの派遣で賄っていたが、当の親会

社で海技者不足となったために、関係会社

にまで回す余裕が無くなったというのが実

情である。

しかもそれらの会社に雇われている海技

者の年齢構成を見ると、５年以内に定年を

迎えるものが多く、にわかに問題の大きさ

を実感しているというところである。

これまでは苦しい台所事情があり、若手

を順次採用することによって従業員の年齢

構成のバランスを計ることなど出来なかっ

たのである。

このような雇用情勢はついに内航海運に

も到達するに至った。外航海運で起こって

いることが、そっくりそのまま内航でも追

体験されようとしている。

内航船員の就労環境と安全

内航海運の市場構造は業法の定めにより、

内航海運の復興と船員確保対策

東海大学 海洋学部 航海学科 教授
しのはら ま さ と

篠原 正人
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オーナーとオペレーターとに分かれて運営

がなされてきた。カボタージュ保護政策に

より、世界各国は自国の船員を雇用してい

ることは言うまでもない。日本のオーナー

は地方の土地に根ざした業態を採っており、

縁故を中心とした採用によって、スタッフ

を確保・維持してきた。その中で、わが国

独特の海技の伝承と仕事へのコミットメン

トが保証されてきたのである。

その信頼関係があるために、「無理を聞

いてくれる」という柔軟性と、ルール遵守

に対するガバナンスの脆弱性が共存する環

境が培われることとなった。

内航は航走距離が短いために就労条件は

過酷である。出港したと思えば数時間後に

入港。内海や多くの港湾では船舶が交錯し、

息を抜く暇もない。コンテナ船やタンカー

などは天候に左右されず、夜間荷役も大い

に行なわれることから、乗組員の疲労は極

限に達する。早く目的地について一休みし

たいという気持ちから、つい無理な操船を

してしまうという事例も多く聞かれる。

学生の内航への就職

内航の乗組員は高齢化し、急速に引退の

時期が迫ってきている。しかしその補充は

難しい。古参の乗組員と若手との間には価

値観のギャップが生じがちである。若者は

就労環境に合理性を求める一方、熟練者は

自分が苦労して築き上げた知識経験を多と

する。仕事の結果というよりむしろそのレ

ベルに至るまでの「辛苦」や「忍耐」に多

くの価値を見出す。従って若者が少ない労

力で同等の成果を挙げようとすることに嫌

悪感すら抱くことになりかねない。

外航海運のように諸外国からのチャレン

ジがないために、設備機器への投資や業務

合理化が遅れたと言える。

そのような環境下にあっても、弊学の学

生には内航海運への就職を目指すものが多

少ながらいる。その背景には次のような理

由が考えられる。

第１に、外航のように長く日本を離れる

必要が無く、家族や友人とのコンタクトを

維持できる。

第２に、外航海運に行っても乗組員とし

て仕事をするより、船舶管理などの陸上業

務に従事させられる場合が多い。

第３に、日本の中等教育の中で英語の基

礎能力が身に付いていないため、日本語で

仕事が出来る環境を志向しがちである。

第４に、海外旅行が容易になり、船員と

して外国に行くことに対する憧れが消滅し

た。

すなわち、内航海運への強い志向という

より、消極的な理由によって内航船員の道

を選択するという傾向にあるようだ。その

結果、実際に就職してみると、予想してい

た環境と実態との間に大きなギャップがあ

るために、挫折するあるいは健康を害する

というケースが見られる。

従って一般的には内航船員の仕事は３K

職種（キツイ・キタナイ・キケン）の一つ

として敬遠される傾向にある。

昨今の若者には幅広い職業選択肢が用意

されている。その中で就労環境が整備され

ていて、給料が高い職業に人気が集まるの

は自然の摂理であろう。外航海運が今後海

技士の採用を増やすと、内航海運の船員不

足はより一層深刻なものになることは目に
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＜国内輸送機関別貨物輸送シェア＞ （％）

トンキロ トン数

自動車 ５８．７ ９１．２

内航海運 ３７．１ ７．８

鉄道 ４．０ １．０

航空 ０．２ ０．０

出典：平成１８年度国土交通省「陸運統計要覧」

見えている。

内航海運が抱える問題

なぜ内航海運の就労環境はこのような状

態に陥ったのか。答えは明白である。それ

は「零細性」にある。

陸上におけるトラック業と同様に、顧客

に比べて輸送業者が零細であるため、市場

は極端な顧客優位の状態になる。その結果、

トラック業と競合するコンテナ船やフェ

リー・RORO船の分野では、いつまでも

低運賃での運航に甘んじなければならず、

就労環境整備や安全対策に本腰を入れる余

裕がないのが現状である。

また、バルカーやタンカーの分野では、

大手メーカーの下請け的な長期関係が固定

しており、内航海運業者が常に従属的な立

場に立たされてきた。

これらを打破する画期的な方策を講じな

い限り、今後も同様の状況が続くだろう。

今後の内航海運の市場構造変化をもたらす

ために重要なパラダイムシフト要因を以下

に列挙する。

内航海運の進化と戦略策定

わが国にとって内航海運は、今後の経済

を支える大動脈としての役割を担わなけれ

ばならない。長年トラックの優れた利便性

に勝てず、道路における渋滞、事故の多発

および大気汚染を引き起こしながらも、

モーダルシフトが進まなかった。（表参照）

しかし昨今、地球環境保全のために、個々

の企業が輸送コストを多少犠牲にしてでも

環境に配慮した輸送手段を選択するという

風潮が急激に一般化してきた。やっと内航

海運が脚光を浴びる世の中になったのであ

る。

今後内航海運が健全な形で育成されてい

くためには、優れた若者がどんどんこの世

界でキャリアを形成できるような環境が整

わなければならない。その際に重要なポイ

ントとなるのは次のような点であろう。

第１に、内航海運が顧客（荷主や外航船

社）との間でバーゲニングパワーを発揮す

るためには、大同団結が必要である。それ

は協議によるものではなく、合従連衡によ

るほうが効果が高い。世界の様々な力学の

変化を見るにつけ、規模の大きいものが勝

つという構図に例外は少ない。

第２に、安全基準や就労規則の遵守を絶

対的なものにしない限り、若者は呼び込め

ない。「３K」のイメージから脱却するた

めには、強力な「警察力」が必要である。

それには行政による徹底した監視と検査態

勢に加え、業界ベースでの自己管理制度の

確立の併用が必要である。

第３に、陸側と乗組員との意識の差を埋

める必要がある。陸側すなわち海運経営者

と運航者は、船上での就労体制に関心を持

ち、訪船を増やすことによって乗組員との

情報交換と対話を推進するべきである。そ

の中で安全について意識の共有が図られ、

種々の局面での価値判断の一致が可能とな

る。
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第４に、内航海運のレベルアップは国民

の利益に叶うものであるから、「最終的に

はそのコストは物の価格に反映されて国民

が負担するべきである」との認識を、荷主

が持つべきである。それを可能にするのは

戦略的な広報活動とオピニオンリーダーの

存在である。

第５に、内航海運の健全な育成のために

産官学連携が必要である。これまで内航海

運をテーマに研究をする研究者の数は非常

に限られていた。そのため、研究成果を経

営戦略や施策に取り入れて変革を促すとい

うことが出来てこなかった。

この分野での研究を促す一大プロジェク

トを立ち上げて、新たな知見の創出を図る

べきである。

おわりに

以上、内航海運の今後の発展を期して、

関係者に期待されるアクションプランを提

示した。

最前線で業務に従事されている方々から

すると、絵空事に聞こえるものもあろうか

と思うが、内航海運を取り巻く環境は急速

に変化していると筆者は認識している。

環境保全への関心の高まりは、確実に内

航海運の地位向上に繋がる。今後内航海運

へはますます一般の人々の目が注がれ、そ

れが若者の就職へと結びついて行くに違い

ない。

内航船に乗ることは「チャレンジング」

で「カッコイイ」というイメージを、ベテ

ラン達の努力により作り上げるチャンスが

到来した。

東海大学調査研修船「望星丸」
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内航船員の現状と課題

昨年実施した日本内航海運組合総連合会

内部の雇用船員実態調査によれば、内航船

員の平均年齢は、およそ５０歳である。

年齢別に見れば雇用船員数のピークは５７

歳にあり、内航船員の大半が５０歳を大幅に

超えている状況にある。調査に対する各事

業者からの回答には、企業規模、業種によ

りバラツキがみられるため、かならずしも

内航船員全体の実態を示したものとは言い

がたいが、内航総連合会傘下の事業者に雇

用されている船員の約４割近くのデータ

（約１万人弱）が得られたものと考えられ

る。特に小型船分野の船員の実態をよく反

映した結果となっている。

内航船員の年齢構成の実態からすれば、

今後１０年間に大半が退職年齢に達するとい

う状況であり、現状のまま推移すれば、そ

の間に各船員教育機関から供給される新規

若年船員数は補充に必要な数の半分にも満

たない。したがって何らかの対策が図られ

ない限り、深刻な船員不足に陥るであろう

ことは明らかである。

内航総連合会の
船員対策への取り組み

船員不足問題については業界内部では十

数年前から叫ばれており、過去何度も船員

実態調査が実施され、検討委員会が設けら

れて船員確保のための対策が論議されて

きた。

日本内航海運組合総連合会内部の委員会

としては、平成元年より船員対策特別委員

会が設けられて検討が行われてきた。

内航近代化船の設計や労働時間短縮、労

働環境改善への取り組みが行われてきた。

平成４年７月からは、常任の委員会である

船員政策委員会が設けられて船員問題への

対策に取り組んできている。

業界としては船員の年齢構成のバランス

が高年齢者に偏り、若年齢層が不足してい

る状態にあることについては早くから認識

しており、種々対策が図られてきた。

若年船員の確保・育成への
取り組みが立ち遅れた背景

８５年のプラザ合意以後、急速に進展した

円高により、外航海運各社はドルコスト化

を推し進めた。リベリア、パナマなど便宜

置籍国へ日本籍船がシフトされ、これらの

船舶は外国人船員による運航に主軸を移し

たのである。その結果、外航分野において

大量の日本人離職船員が発生し、船員不足

が表面化しつつあった内航部門への船員需

要の供給源となったのである。また、漁業

分野においては、それ以前より２００海里経

済専管水域問題により、日本漁船は遠洋漁

業からの撤退を余儀なくされ、大量の漁船

員が職場を失い、職業転換教育などを経て、

内航海運における船員不足の到来とその対策

日本内航海運組合総連合会 会長
う え の たかし

上野 孝
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内航部門に流入してきた。

この大きな二つの要因により、内航業界

が求めていた即戦力、いわば熟練船員の豊

富な供給ソースが生まれたのである。これ

らの理由により、内航海運における船員不

足は数年前まで顕在化してくることは無か

った。

一方、９０年代初頭より始まったバブル経

済の崩壊により、日本経済は縮小し、輸送

需要も低迷を続けて、内航海運においても

船腹の調整局面となって、雇用船員数の減

少が続いた。

運賃市況の低下にともない、コスト削減

のための運航定員の減少がすすみ、新造船

への代替も滞り、労働環境の改善も困難と

なっていった。

乗組員の減少により、若年の未熟練船員

を雇用し育成していく余裕も無くしてしま

ったというのが、これまでの実状であろう。

このような状況の下、当然のことながら

各船員教育機関から卒業する新規の若年船

員の雇用機会まで大きく減少し、内航船員

の年齢構成は更に高齢化の度合いを深める

こととなったのである。

船員教育機関のあり方と
人材の確保・育成への方策

内航船舶の大型化により、外航船と変わ

らない船舶も運航されている一方で、従来

からの小型船も大半を占めることから、内

航船員に求められる知識・技量・資格は船

の種類や大きさごとに異なるものとなって

きている。

現在、中卒から入る海上技術学校、高卒

で入学する海上技術短期大学校など、さま

ざまなコースが設けられているが、今後と

もこのような制度を拡充して、船員への道

を多様化していくべきだと考える。

船員教育機関以外の一般高校、一般大学

を卒業した者、或いは陸上企業に就職して

社会人となったが別の新たな世界を求めて

いる者、離職して新しい道を模索している

若者など、彼らにとって再チャレンジの舞

台として海運／船員を目指すことが可能と

なるような教育制度を構築していくことに

より、幅の広い優秀な人材を海運業界に呼

び込むことが可能となる。また、そのよう

な学生の新たな就学にともなう経済的な負

担が軽減されるような制度／仕組みなども

構築する必要がある。

船員不足解消への取り組み

船員を安定的に確保していくためには継

続した地道な活動が必要であり、一般人や

小学生、中学生を対象として海事思想の普

及活動を実施して、海運、船員というもの

を認識・理解してもらうことが、まず大切

である。

内航船員の職業評価が適正なものとなる

ように、広く世間一般や関係業界の認識を

得るよう常にいろいろな場を通じて働きか

けを行うことも重要である。

若年船員の教育・研修の受講機会を増や

して、技能の修得や資格の取得を容易なも

のとして、ステップアップのための道筋を

設けることや、休暇の付与等労働条件の改

善のためにはグループ化による配乗枠の拡

大などの工夫が必要となる。

何より魅力ある内航海運の労働条件・環

境を構築する努力を行うことが、若年船員
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の定着率を向上させることになり、新規船

員志望者の増加に繋がることとなる。その

ためには、船内居住環境、職場環境の向上

が求められる。

新 ILO海事労働条約批准に向けての国

内法適合化に際しては、船員の労働環境の

向上に資するよう業界として取り組んで行

くべきであると考える。

海上輸送における
安全確保と人材の育成

ここ数年来、外航・内航ともに、重大海

難事故が発生しており、昨年は内航海運業

法が改正され、運航管理規程から安全マネ

ジメント体制の構築を義務付ける安全管理

規程の策定が新たにオペレーターに義務付

けられることになった。

これにより、現場での経験を有して船舶

の安全運航管理に責任を持つ運航管理者の

ほかに、安全統括管理者を設けて経営の立

場から運航船舶の安全に責任を持つことが

法的に要求されている。

船舶運航の安全を確保するためには、乗

組員のみならず経営の責任者を含め船舶運

航関係者全員に安全を最優先させる意識を

徹底することが必要となる。

船舶の運航環境は、さまざまな面で厳し

いものとなっており、内航船舶の乗組員に

は長年の経験に裏打ちされた確かな技術と

知識が要求される。人材の育成には歳月を

要し、一朝一夕には優れた運航要員、有能

な船舶管理者は得られない。

着岸し、荷役作業をおこなう内航タンカー
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計画的な人員の採用、必要となる要員養

成のための教育研修システムを確立するこ

となど、企業側が積極的に人材養成のため

の方策を実施していくことが重要である。

これらの高度な人事労務政策が可能とな

るような経営環境を、各事業者が、さまざ

まな企業形態を模索しながら構築して行か

なければならない。

現状のまま
推移した場合どうなるか

小型船分野においては、４９９総トン型船、

７４９総トン型船などへの船型の大型化が進

んでおり、必要船腹量が同じであれば、隻

数の減少により必要乗組員数は減少する。

これは船員不足に対して、ある程度緩和す

る要素となるが、その他の条件について現

状と変わらないとすれば、国交省の試算に

よれば５年後には１，９００人、１０年後には

４，５００人の船員が不足する事態となる。

したがって、現状のまま何ら積極的な船

員対策が取られない場合は、数年後には部

分的な停船が発生して、物流に重大な影響

を及ぼす恐れがある。

緊急的な対応として、外国人労働力に頼

り、外国人船員を導入した場合は、日本人

船員を雇用・育成する経済的環境を無くし

ていくことに繋がる。すでに船会社の陸上

サイドにおいて船舶管理業務に従事する海

技者が不足している。日本人船員育成の場

を無くすことは将来的に日本人海技者を枯

渇させることにも繋がる。実質的な海運業

が日本から衰退していく局面を迎えること

にもなりかねない。

内航海運はあくまで、日本人乗組員によ

る日本籍船によって担われていくべきであ

り、そのことが日本の海運業の基盤を支え

ていく唯一の方策となるであろう。

官・労・使が
一体となった取り組みを

昨年度（平成１８年度）に「船員教育のあ

り方に関する検討会」が立ち上げられた。

この検討会の場で今後の船員教育機関のあ

り方を中心に検討が行われた。

本年３月に報告書がまとめられ、今後の

方向性が示されている。

また、今年２月に開催された交通政策審

議会・第１２回海事分科会において「ヒュー

マンインフラ部会」が設置され、今後の日

本人船員、海技者の確保・育成について具

体的対策が検討され「中間とりまとめ」が

行われた。

検討会の場において各委員から出された

意見ならびに示された現状認識を踏まえた

内容となっている。この「中間とりまとめ」

に提示されたさまざまな取り組みを早急に

進めていく必要がある。

わが国の将来を担う青少年が、「海」さ

らには「海運」への関心を抱くよう、「海

の魅力」についての広報・宣伝活動は欠か

せない。

内航船員確保・育成に向け、船員の労働

環境や労働条件の改善、キャリアアップの

ための環境整備など課題は山積している。

官・労・使が一体となって具体的かつ着実

に取り組みを進めていかなければならない。
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はじめに

平成１４年５月に創立した当社は、平成１５

年１２月、旧近海郵船�の解散に伴い、内航

セメント船・石灰石船など９隻を運航する

オペレーター、セメント船など５隻の船舶

管理およびセメント船・RORO船７隻に

船員を配乗する総合的な内航海運業を営ん

でいます。

当社配乗のRORO船

延べ１２隻におよぶ関係船は、１年中、日

夜を通して、日本沿岸を航行しています。

海・陸スタッフが一体となって、海上にお

ける安全輸送体制確立の下で、日本の国内

海上輸送の一端を担っています。

現在、配乗船、管理船舶に対する海技者

としての要員は、約１２０人を擁しています。

陸上に勤務する海技者を含め、船舶の安全

運航に従事していますが、必要員数のすべ

てを会社に在籍する常用雇用船員でカバー

することはできていません。グループ会社

ならびに関係会社などからの派遣や融通を

受けて要員を確保しているのが現状です。

また、当社雇用船員については、まさし

く内航海運全体における問題と同様、次の

点で大きな課題を抱えています。

� 年齢構成の歪み

� 高齢者層（４５歳以上）が６０％以上

� 団塊の世代大量退職

� 中間世代（３０～４０歳代）の過疎

� 人材不足

船員の確保・育成

海に囲まれたわが国においては、国内貨

物輸送量の４割近くを海上輸送に頼ってい

ます。内航海運の健全な発展による安定的

な国内海上輸送の確保が重要であることは、

関係者の共通認識でしょう。これを維持・

達成するためには、内航船舶の運航を支え

る船員および陸上海技者の確保が欠かせま

せん。

内航船員数は減少傾向が加速し、現在約

内航海運における船員問題と安全管理システム

パシフィック・マリタイム株式会社 取締役安全管理部長
なかだて こういち

中楯 幸一
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３万人となっています。年齢構成をみると、

高齢化が著しく進んでおり、５０才以上が大

半を占めています。

すでに始まっている団塊世代の大量退職

による船員不足の顕在化、運輸安全マネジ

メントによる安全管理体制の強化などを考

慮すれば、次代を担う若年船員の確保と育

成に向け早急に取り組むことが不可欠だと

考えています。

しかしながら、内航海運業界にとって深

刻な船員不足問題が確実に到来することに

対し、なかなか明確な対応策が採れなかっ

たのは、バブル崩壊後の運賃・用船料の低

迷や内航船社は一部を除いて船主といわれ

る中小零細事業者がその大半を占めるとい

う業界の構造、海洋国日本といわれながら

国民全体の「海」や「海運」に対する認識

の少なさなどが起因しているものと考えら

れます。

近年、表面化してきた船員不足に対応し

て、各社が離職者や新卒者の採用に向けて

活動を展開しつつありますが、「船員就業

フェアー」、「求人票システム」あるいは関

係者の口コミなどが主体であり、残念なが

らまだまだ場当たり的な船員確保対策とな

っているのが現実です。

船員の確保・育成には、長い時間・労

力・費用が必要です。中小零細の内航船社

にとっては大きな負担となります。将来に

向けた海技の伝承、安全運航の確保、陸上

海技者への転身など安全確保や教育訓練に

も相当な費用を必要とします。将来にわた

って安定した国内の海上輸送を求めるので

あれば、人材の育成に必要なコストに対し、

荷主、オペレーターの協力が必要となるこ

とはいうまでもないことです。

また、現実問題として、船員の育成は一

朝一夕に出来るものではありません。新人

船員は、学校、海技免状試験、乗船前研修

などを経て初めての乗船となります。

まず、船内でOJTによる教育を３ヶ月

～６ヶ月おこない内航船員としてのスター

トになります。当然のことですが、会社と

して、この間は育成期間にカウントするた

め、通常の労務費に上乗せされ、負担増に

なります。

船員教育機関は、専門技術者としてのレ

ベルによって、技術学校クラス、短期大学

校、高等専門学校、大学校、大学に分けら

れ全国１６ヶ所に設置されています。その他

には、海洋・水産系の高校、大学において

も、船員への道が開かれています。

しかし、バブル崩壊後の国内経済低迷の

影響を受け、一時は船員の採用が途絶えた

ことで船員教育機関の存在が危ぶまれ、入

学者数が大きく減少しました。海員学校の

統廃合などもおこなわれました。

船員教育機関における海技者としての勉

強は、基本的なものが中心で、現場での即

戦力には繋がりません。海技者としての実

荷役作業中の新人船員
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践力は、その後の社船でのOJTにより育

っていくのです。前述のとおり、この間、

会社側は無視できないほどの負担を強いら

れます。

荷役制御室の新人船員

国策として、内航海運を必要とするので

あれば、人材の確保・育成に必要なコスト

に対し、業界全体としての取り組みに加え、

国の支援策を求めていく活動が必要である

と考えます。

平成１９年２月、国土交通大臣より交通政

策審議会に対し、「今後の安定的な海上輸

送のあり方について」の諮問がなされ、同

審議会海事分科会のヒューマンインフラ部

会で、“海事分野における人材の確保・育

成のための海事政策のあり方”について審

議がおこなわれています。その結果に対し

大いに期待したいものです。

求められる安全管理システム

近年、海・陸・空を問わず、輸送機関に

おける事故が多発したことで、運輸安全マ

ネジメント体制の確立が求められました。

内航海運においても「安全管理規程」の義

務付け、会社における経営トップの責任の

明確化をはじめとした社内安全管理体制の

確立が必要となりました。

安全運航達成のためには、当然のことな

がら海技経験者による安全管理体制・シス

テムが求められる現状においては、その海

技者の後継者育成が必須となってきます。

当社としては、海技技術集団の部署とし

て、平成１９年２月に旧船舶部から「安全管

理部」を立ち上げ、海務監督、工務監督を

配し、さらには、船員部により船員関係業

務を行なっていますが、安全管理体制・シ

ステムの実施については、次の策を講じな

がら安全確保に努めています。

� 任意 ISMコードの取り込み

� 船内・陸上・会社における安全教育

・乗船前教育

・新人研修

・入渠時安全会議

・社内定例安全会議

・船内労働安全衛生委員会

・船機長会議など

� ヒヤリハット（ニアミス３０００）による

不安全行動、不安全具合の報告

� 定期的な検証

・安全管理規程に基づく訪船チェック

・内部監査など

� 外部における研修

� 各種情報交換

しかし、これらが示すように、安全運航

に対する社会的要請が強まる傾向の中で、

海上技術者である内航船員を安定的に確保、

育成することは、各社とも容易でない状況

に至っているのが現実です。

今後の内航海運

内航海運は、今更言うまでもなく、他の
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輸送モードとの比較において輸送効率が高

く、環境にもやさしい輸送手段であること

から、物流産業の中にあって、将来的に注

目され、脚光を浴びる日が来ることは間違

いありません。

しかしながら、今日の内航海運が抱えて

いる課題を解決するためには、これまでの

ように船社任せだけでは困難であるといわ

ざるを得ません。

将来にわたって、内航海運による低廉か

つ安全で、安定した良質な輸送サービスを

提供するには、荷主、船会社、海事関係行

政による連携プレーが必要です。

ドック中のセメント船

また、安全性や効率性を維持するために

は、船舶の代替建造の推進が欠かせません。

長引く運賃・用船料の低迷や建造船価の高

騰によって船舶の代替建造が進んでいない

のが実情です。内航海運は、船舶の老朽化

が急激に進行しているといっても過言では

ありません。

公的援助・支援を得ながら、低燃費船舶

としてのスーパーエコシップ（SES）、電

気推進システム、超伝導推進システム装備

船など、省エネ化、省力化を取り込んだ高

効率、高安全船への代替建造が進められ、

こうした船舶が、次世代の内航船を形成し

ていくことを期待しています。

まとめ

内航海運の船員問題はすでに２～３年前

から始まっています。現時点ではその対応

策が各船社、事業者に委ねられているのが

現状です。安全運航とリンクした大きな問

題であると捉えています。

船舶の安全運航は、ヒューマンインフラ

の整備にかかっているといっても過言では

ありません。荷主、行政、内航事業者がし

っかりと協調して、解決していく努力を続

けていく必要があります。

内航海運の健全な発展のためには、人材

の確保・育成が欠かせないことは、関係者

すべての共通認識です。

しかし、人材の確保・育成に、決め手と

なる具体的な対応策は簡単ではありません。

長い時間をかけ、あらゆる角度から見た

環境整備を地道におこなっていくこと必要

です。官・労・使が知恵を絞り、一つひと

つ取り組みを進めることが重要です。

当社においては、船員配乗・船舶管理会

社としての位置付けを明確にし、関係者間

との連携をより密にし、船員の確保・教育、

船舶建造の推進、安全運航に関する技術情

報の共有などを推進していくことにしてい

ます。

海技者の安定的な確保・育成を目指し、

積極果敢に取り組みを進め、船舶の安全運

航の徹底を図りつつ、地球環境に優しい内

航海運の健全な発展に寄与していく所存で

す。
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はじめに

当社の事業内容は石油製品、ケミカル製

品の海上輸送、陸上輸送である。海上輸送

では、一部近海輸送も行っているが、主と

して北は北海道から南は九州沖縄までの全

国ベースの国内輸送を行っている。内航の

運航船腹は９２隻、売上げは約３１０億円、こ

の内石油製品部門の売上が２／３を占め、

年間輸送量は約２，６００万KLである。

石油製品やケミカル製品の海上輸送にお

いては、一般貨物船などで要求される法規

制や知識の他に「危険物船舶運送及び貯蔵

規則」など危険物の取り扱いや運送方法、

海洋環境保全に関わる法規制、荷主毎の安

全規則、検船など、多岐・広範囲にわたる

法規制や知識が要求される。そのため安全

管理活動を実施していく上で貨物船とは違

った難しさがある。当社では上野グループ

運航船舶の安全運航、安全荷役並びに安全

作業を推進するために「上野グループ海上

安全推進会」を運営している。事務局を当

社安全管理部門に置き、傘下船主７２社で組

織され、安全スローガン「攻めの安全、目

指すは安全品質�１」の下、当会の安全管

理活動を実施している。

安全管理への取り組み

主たる安全活動のひとつは船主との安全

会議の開催がある。関東、関西、中国、関

門、四国の五つの地区支部に分け、毎年春

と秋に支部別に安全会議を開催し、当社（オ

ペレータ）と船主（オーナー）との安全活

動や営業活動などに関する意見交換会を行

っている。当社からは、社長をはじめ営業

部門、安全管理部門の役員が出席する。

また、船主の安全監督者を集めて法令改

正や技術的支援をする為の説明会や勉強会

を開催している。

船主や当社による訪船指導として、当社

安全監督の訪船はもちろんであるが、当社

経営層による訪船意見交換会、営業配船担

当者による訪船意見交換会を行っている。

平成１８年実績で約２，７００回以上の訪船を実

施し、海陸のコミュニケーションを図って

きた。

当社運航船の約８割が任意 ISMを取得

しているが、船主乗船の小型船など ISM

取得が物理的に不可能な船舶には、安全部

門がU－STS（Uyeno Small Tanker Safety

Management System）により、安全管理

システムの運用支援を行っている。

また、機関紙「無事故」、「環境安全ポス

ター」、「安全カレンダー」の発行を中心に、

法令改正、港湾情報、事故事例・再発防止

策の紹介などの書類配布により、HSSE（健

康・安全・保安・環境）の啓蒙活動を行っ

ている。

内航タンカーの安全管理活動と人材の確保・育成

上野トランスティック�環境安全グループ執行役員
ふじおか そういち

藤岡 宗一
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船員の教育訓練

船員の教育スキームに関しては、当社主

導による「Uyeno Safety Academy船員リ

フレッシュコース」と称して、「リーダシ

ップ」「コミュニケーション」「チームワー

ク」について座学講習を実施し、その成果

を生かすため、明石海峡や来島海峡を航行

する操船シミュレータを使用し、実践訓練

を行っている。また、グループ内船主が抱

える船員を対象に研修機会を当社から提供

できないかと考え、三年前に持ち運び可能

な簡易型操船シミュレータを購入した。出

前教育と称して、船がドック入りする際、

操船シミュレータを造船所の会議室に持ち

込み、当社の安全監督がインストラクター

を務め、入渠安全会議と「船員リフレッシ

ュコース」を実施することにしている。

事故が起こらない仕組みを

さらには、当社独自で海上輸送、陸上輸

送共通の「事故管理規程」を定め、「事故

管理サイクル」を回して安全な輸送体制の

確立のための仕組みをつくることにしてい

る。これは、安全基本３原則�「人は事故

を必ず起こすものである。」�「人は事故

を起こした場合、動転したりして事実を隠

す傾向がある。」�「従って、会社は個人

頼みではなく、事故が起こらない仕組みづ

くりとその改善に努める。」という観点か

ら、その対策に取り組んでいる。これまで

は事故直後の対応策のみで終わってしまう

傾向にあったが、今後は事故分析にTripod

分析を活用し、潜在的事故要因を抽出し、

その充実と役員への報告、再発防止策・予

防策の船舶へのフィードバックなど一連の

対応をサイクルとして処理するものである。

以上のように当社ではいろいろな安全管

理への取り組みを行っているが、なかなか

事故が減らないのが現実である。運航隻数

が多い問題、船員の資質の問題、陸上安全

管理部門スタッフの体制・資質の問題、船

主・船舶の安全に対するモチベーションの

問題、安全活動のマンネリ化などいくつか

の問題点があげられるが、具体的効果を得

るためには、ひとつずつ着実にクリアして

いくことが必要だと考えている。

船員不足は資質低下をまねく

規制緩和の流れに沿って船員の資格要件

が緩和されてきている。果たして方向性は

正しいのであろうか考えさせられる。海技

免状を取得しやすくすることは、内航海運

業界に船員を呼び込むには効果があるかも

しれないが、果たして安全面から見た場合、

安全レベルを下げることになってはいない

だろうか。最近、従来であれば事故になら

なかったものが事故になるケースが多くな

ってきている。これまで行ってきた安全管

理活動を、今の時代の船員にマッチした内

容に変えていかなければならないと思う。

操船シミュレータを行う乗組員
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特に船員不足問題が発生してからは、タン

カーに乗組む船員の資質の低下は著しく、

タンカー経験のない船員がタンカーに乗船

する割合が多くなってきた。特にケミカル

タンカーで若年者が不足し、高齢者が多数

乗船しているのが現状である。

求められる労働環境の改善

今後内航タンカー船員の資質レベルの維

持・向上をするにはやはり若年船員の確

保・育成が欠かせないと考える。そのため

には、賃金も大事であるが、それにさきが

け労働環境の改善や休日・休暇の付与を的

確に実施していく必要がある。

内航タンカーの労働環境は一言で言えば

長時間労働である。作業は航海当直、荷役

作業、整備作業、タンク清掃作業、事務作

業と続く。タンカーには一般貨物船にはな

い船側の荷役作業がある。最近では、桟橋

の出荷効率を上げるために、夜間荷役もす

るようになってきている。時には深夜や早

朝までかかることもある。今後は荷役時間

をもっと短縮していきたいと考える。その

ためには、�船側荷役作業の軽減や陸上移

行�陸上の荷役機能の充実�積揚荷役（積

荷役と揚荷役を一日で行うこと）作業の減

少などが考えられる。直ぐに実行できるも

のではないが、荷主に理解しもらい、ひと

つでも多く実現できるように話し合ってい

きたい。

また船員の休日・休暇は、年間１００日余

を３回程度に分割し、陸上休暇として付与

される。これに加えて月間３日の船内休日

があるが、石油タンカー（特に白油船）で

は休祭日に荷役をすることもある。なかな

か船内休日も十分に取れないのが現実であ

る。当社では年度初めから、全船で最低月

１日の休日を付与することを目標にしてい

る。昨年は約９０％の船舶で実施できている。

船内休日を取ることにより、心身ともにリ

フレッシュし、船内生活にもゆとりができ、

ひいては無事故につながるものと確信して

いる。引き続き、休日付与１００％を目指す

ことにしている。

陸上スタッフの育成も急務

もう一方のスタッフ、陸上職員について

述べることにする。当社の安全管理部門は、

東京７名、横浜、四日市、大阪、神戸、水

島に各１名、山口県宇部に２名の合計１４名

で全国的に活動している。内訳は男性１２名、

女性（東京勤務）２名である。男性の内訳

は、陸上職員７名、三年で交代する船員の

陸上勤務員が５名である。これまで専門知

識や技術を持ったベテランの陸上職員に頼

ってきた結果、男性陸上スタッフの高年齢

化が著しく、若年者の確保・育成が急務と

なっている。しかし、環境問題をはじめ広

範・多岐にわたる法規制や安全管理システ

ムの運用、検船受検など幅広い知識が要求

されることから、人材育成が極めて難しい

という現実もある。

内航タンカーの若年船員の確保・育成が

業界全体の問題であるのに対して、安全管

理部門の陸上スタッフの確保・育成は各社

それぞれの問題と考えるべきであろう。当

社では、マネジメントのできる海技者を育

成することを前提に、海上職員、陸上職員

を採用することにしている。
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はじめに

日本経済や国民生活に欠くことのできな

い産業基礎物資（鉄鋼、セメント、石油な

ど）の約８割は内航海運によって輸送され

ています。

海員組合に加入している内航海運に働く

船員は船主団体である内航労務協会、一洋

会、全内航、内航盟外、およびこれ以外の

個別会社に所属しています。内航海運で働

く組合員は現在約６，０００人です。

国土交通省が実施してきた船員統計（平

成１７年１０月）では、内航貨物船の船員数は

約２２，０００人と報告されていますので、時期

の違いはありますが内航海運に働く船員の

おおよそ３割弱の組織状況であるといえま

す。

最近、内航船員不足問題がクローズアッ

プされてきました。過去にも幾度か叫ばれ

てきましたが、今回は従来の状況とは異な

っています。団塊の世代が実際に退職しは

じめる時代になり、本格的に若年船員確保

対策を打ち出さなければならなくなったか

らです。組織船員の実態を見ても平均年齢

は内航２団体で４６．１歳、全内航で４６．５歳で

す。海員組合に加入していないいわゆる未

組織船員はもっと高齢化しています。

内航海運の乗組み定員はぎりぎりの状態

まで少数化していますので、若年船員を採

用し育成していく余裕がないため、即戦力

となる船員を求めてきました。しかし、従

来のように外航分野あるいは漁業分野から

即戦力として船員を確保することはもう不

可能になっています。船員の確保・育成に

本腰で取り組まなければならない時期にき

ました。

なぜ進まない
若年船員の確保・育成

内航総連が毎年発行している「内航海運

の活動（平成１８年版）」によると、内航海

運事業者の企業規模が資本金３億円未満お

よび個人の事業者が全体の９６％を占めてお

り、とりわけ５，０００万円未満の事業者が７９％

を占めています。

平成１７年４月に内航海運業法の一部改正

でいわゆるオペレーターとオーナーの事業

区分も廃止されたのですが、現状は荷主が

特定の元請オペレーターと運送契約を締結

し、従来のように元請オペレーターの下で

元請以外のオペレーターとオーナーが事業

活動を行うという構造が依然として継続し

ています。

内航海運企業が健全に経営されていくに

は、端的にいえば適正な運賃と適正な用船

料が確保されていることが必要です。しか

し、業界の実情は海運企業の規模が小さく、

経営基盤の脆弱なオーナーが多いという状

況にあって、荷主・オペレーター・オー

ナーという構造の中で事業が行われていま

内航海運で働く船員の確保・育成

全日本海員組合 国内局長
み お まさる

三尾 勝
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すので、安い用船料でも仕事を取ることと

なり、結果的に運賃、用船料の改善が適切

に行われていないといわざるを得ません。

若年船員を確保することが内航海運の死

活問題となっているのですから、業界上げ

て運賃・用船料改善に取り組んでもらいた

いと考えます。

船員教育機関のあり方

国土交通省が平成１９年３月にまとめた船

員教育のあり方に関する検討会報告にもと

づき、特に内航海運にかかわるところで、

６級海技士（航海）資格を取得するための

養成課程を創設しました。平成１７年４月に

内航海運活性化３法の実施に伴い、航海当

直をする者は６級海技士（航海）以上の資

格を所有した者でなければならないことに

なり、特に小型船で資格所有者の確保が難

しい状況を踏まえて取り入れられた制度で

す。

内航、特に小型船の実態からすれば、や

むを得ない措置と考えざるを得ませんが、

従来、外航や漁船からの転職者すなわち即

戦力を求めてきたのは、小型船では１人当

直が可能かどうかの判断があったわけです

から、この養成課程の期間に安全に関する

知識を習得し、実習でこれを身体で覚えこ

むことが必要です。特に安全に関する教育

は徹底すべきです。

安全に関する気がかりとは裏腹に、この

制度を活用して内航海運で働いてみようと

海に目を向けてくれる若い人が多く出てこ

ないかとの期待もあります。

報告では、内航用の小型練習船の導入が

盛り込まれました。内航海運の主力船隊は

７００総トン未満の船舶であり、船員養成の

実習効果を高めるには実際に航行している

内航船に類似した船型の船舶で実習するこ

とが必要ということで、この趣旨は当然と

考えます。

海員学校が独立行政法人海技教育機構

（海上技術短期大学校および海上技術学

校）となりましたが、現在の一般就学状況

を考えた場合には、教育機関も本科から専

修科へシフトしていくことが必要と考えま

す。船という世界に就職した若者がより長

く船員として働いていこうと考えるには、

ある程度の人生経験が必要ではないか。そ

のためにも専修科に重点を置いた教育機関

に移行していくべきです。

内航船員育成への取り組み

若年船員を採用して実船で育成するとし

た場合の問題があります。内航の８割を占

めるといわれる５００総トン未満の船舶の所

有者はいわゆる一杯船主など企業規模の小

さい船主です。現在の内航海運の船隊構成

がこのままでいいのかどうかの問題はあり

ますが、小型船において乗組員プラスアル

ファで若年船員を乗船させ育成するには船

内設備、乗組み員数、労働時間などの問題

があってきわめて困難です。しかし、いず

れにしても船員を育てていかなければ次代

につなげていけません。個別企業でできな

いことはオペレーターを中心にしたグルー

プ、あるいは地域の事業者のグループ、業

界団体が船員確保・育成訓練システムを確

立していくべきだということを組合は以前

から提言してきましたが、なかなかそのよ

うなことにはなっていません。
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今般、国土交通省の交通政策審議会海事

分科会ヒューマンインフラ部会の議論でも

グループ化を活用した船員の計画的募集・

採用・育成の支援などが盛り込まれました。

一企業を超えた大きな単位での取り組みが

必要です。

安全確保と人材育成

船舶に限らず輸送機関の安全確保は最優

先されなければなりません。陸・海・空の

どの輸送機関を見ても、かつての運航要員

からは少数化されていますが、それだけに

どのようなモードの企業であっても安全に

関する教育や研修には多くの時間と労力を

費やしていると思われます。一度事故を起

こせば、事故の大小にかかわらず世間一般

に与える影響は大きく、社会的な批判はも

とより企業そのものの存在を脅かす事態に

なりかねません。

船舶でいえば、安全の確保に関するノウ

ハウは海技の重要な要件であり、かつ絶対

に欠かせない要件であります。船員として

乗船し早期に身につくこともありますが、

事に当たって知識と経験に裏づけされた行

動というものは伝承されていくものでもあ

ります。先輩船員から若い船員に伝えられ

るさまざまな経験と技術は、陸上などで訓

練を受けてきた知識を再確認し実行するこ

とでもあります。船舶の乗組み定員が少数

化していればこそ、人材育成による海技ノ

ウハウの伝承が安全の確保につながってい

るといえます。

まとめ

内航海運の船員不足問題については、国

土交通省の交通政策審議会海事分科会ヒ

ューマンインフラ部会が開催され、「海事

分野における人材の確保・育成のための海

事政策のあり方について」中間とりまとめ

が行われました。

これによると、内航船員はこのまま推移

すると５年後には約１，９００人、１０年後には

約４，５００人の船員不足になると試算されて

います。国内物流の約４割を輸送する内航

海運の船舶を運航する船員が決定的に不足

する事態が目の前に迫っています。日本人

船員が不足するなら外国人を使えという声

が一部にありますが、これは内航海運を崩

壊する道につながります。内航海運を産業

として維持していくことは国民生活を守る

ためにも、日本沿岸海域の安全を守るため

にも絶対に必要であり、そのためにも内航

船員の継続的な確保・育成が必要なのです。

国が本腰を入れて動き出すことになったゆ

えんでもあります。

最後に若い人たちを海、船に目を向けさ

せるためには、やはり職業としての魅力を

飛躍的に向上させなければならないと考え

ます。賃金や休暇制度の充実はもちろん、

海上労働の厳しさに見合う船員職業の魅力

をあらゆる面から改善することが必要です。

そのためには内航海運業界が健全な経営

をしていくことであり、船員の確保・育成

を継続的に行っていくためには、何よりも

適正な運賃・用船料の確保が必要であるこ

とはいうまでもありません。業界を挙げた

取組みを大いに期待したいと思います。
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内航海運における船員の現況

韓国の内航海運は、２００４年現在、１億１５６４

万トンを輸送し、国内輸送分担率は１７％で

ある。主な輸送貨物は、石油類、セメント、

石灰石、古鉄などの鉄材、砂利などである。

しかし、貨物量や輸送分担率は、２０００年代

に入り、持続的に減少傾向にある。

内航海運企業は、２００６年現在７９９社があ

り、２，０５９隻、１５２万総トンの内航商船隊で

ある。そのうち、法人企業が４２２社（１，３３７

隻所有）、個人企業が３７７社（７２２隻所有）

となっている。また、資本金１０億ウォン以

上の企業は１５社に過ぎず、１億ウォン以下

の企業が４９％である。そして、１隻のみを

所有する企業が４０％で、２隻以下の生計型

零細企業が６７％を占めている。５隻以上を

所有する企業は１２％に過ぎないなど、韓国

の内航海運業界は、零細で、小規模の企業

が特徴である。

内航船員は、２００６年１２月末現在、７，８０１

人（職員５，３９３人、部員２，４０８人、〈予備員

１０９人も含む〉）である。ちなみに外航船員

は、７，４４５人が韓国船に、３，８８９人が外国船

に就業している。内航船員は、１９９０年６，４６５

人、１９９５年７，５２１人、２０００年８，０１６人と１９９０

年代に比べては増加しているものの、２００２

年の８，２７５人を頂点に徐々に減少している。

そして、韓国内航船員の主な船種別の就

業状況は、職員、部員の合計数でみると、

雑貨船、曳船、タンカー、タグボート、旅

客船、ケミカル船の順に多くなっている。

船員確保の問題

日本の内航海運では、若年船員の確保・

育成への取り組みが遅れ、船員が高齢化し

ていると言われているが韓国も同じ傾向で

ある。２０００年代に入り、韓国海運を取り巻

く主な環境変化には次のようなものがある。

第一に船員の福祉と海上安全に対する国際

基準の強化である。ILOや IMOの基準強

化は、経営基盤が脆弱な内航業界に更なる

負担増を強いるものである。第二に、船員

に対する需給の変化がある。９０年代初めに

比べて、２００６年現在、韓国の船員の数は５０％

まで減少しているが、その背景には家族と

の同居を重視し、また陸上との賃金の格差

がなくなったことも大きい。また、船舶自

動化などで部員船員の需要は減少する一方

で、高付加価値船に対する職員の需要は増

加している。第三に、１９９０年代末を境目に

韓国が船員供給国から船主国へ変化したこ

とである。これは安い船員を外国船に供給

してきた今までとは異なり、優秀な職員を

集中的に育成する必要があることを意味す

る。

内航海運は外航に比べてさらに厳しい立

場に立たされている。したがって、外国人

船員の雇用によって急場をしのいでいる部

員とは異なり、韓国人職員を雇用しなけれ

韓国における内航海運の船員事情と課題

韓国 聖潔大学校経営学部教授 （前）海洋政策研究財団研究員
ハン ジョンギル

韓 鍾吉

48 海と安全２００７・秋号



ばならない航海士や機関士は、若手職員の

不足が大きな問題となっている。韓国の内

航海運には１５年以上の経歴を持つ船員が約

５０％、５０歳以上の船員が６０％を超えるなど

職員と部員ともにその比率が非常に高く、

内航船員の高齢化傾向は特に深刻な状況で

あり、優秀な若手船員の確保が政策課題と

なっている。ちなみに韓国政府は、国家必

須船舶制度を設け、韓国人職員を雇用する

ことによる賃金差額を政府が直接補助して

いるが、内航はその対象ではない。

このような現状から内航業界が内航職員

求人難の解消を要求してきたことを受け、

韓国政府は２００６年から内航船の職員を需要

にあわせ、いつでも供給できるように短期

課程の“５級職員養成課程”を設置した。

しかし、２００６年は、３２人の対象者のうち、

６人が辞退してしまい、修了者２６人のうち、

内航船に就職したのは、１０人に過ぎない結

果であった。つまり、政府や業界の努力が

現場の若手職員にはまったく届かなかった。

その結果、今年からこの制度を一部改善

することになった。その主な内容は、教育

期間中、教育対象者に訓練手当を支給する

一方、教育修了者を雇用する船社には雇用

促進奨励金を支援することで、教育効果の

向上と雇用促進を図ろうとしている。

韓国政府は、優秀な内航船員の確保のた

めに、船員福祉の強化、部員船員の職員へ

の転換教育を推進、船員教育訓練環境の改

善など、三つの政策課題をあげ、その解決

を目指している。第一に船員福祉の強化の

ために、労働条件改善のための関係法律や

制度の整備が行われた。具体的には船員の

最低賃金水準の引き上げ、障害船員の職業

再訓練、内航船員の所得税の非課税などが

ある。第二に、部員の職員への転換を図る

教育のためには２５０人の部員を職員へと転

換を図ろうしている。第三に、船員教育訓

練の環境改善のためにはサイバー教育シス

テムの開発を推進している。

韓国の船員教育機関

韓国の船員教育機関は、正規の学歴認定

教育機関である商船系教育機関、水産系教

育機関、そして政府が運営する船員養成機

関である韓国海洋水産研修院に分類するこ

とができる。正規の教育機関の出身者の場

合、高卒は４級航海士（または、機関士）、

大卒は３級航海士の資格を取得することが

できる。

商船系の教育機関としては、韓国海洋大

学校と木浦海洋大学校の二つの大学で７９０

人、２つの海事高校で５６０人、また、韓国

海洋水産研修院でも２５０人の職員を毎年輩

出している。水産系では、大学・高校あわ

せて１，０１１人が輩出されている。水産系教

育機関を出た航海士の場合、所定の要件を

満たせば、商船免許に切り替えることがで

きる仕組みとなっている。

韓国の内航職員（航海士・機関士）を出

身教育機関別に分類すると、正規の職員養

成教育機関を卒業した職員は１，５５４人であ

り、これに対し、短期の教育を受けた一般

高校や大学出身者は３，６３５人となっており、

一般高校や大学出身者が圧倒的に多い。そ

して、正規の職員教育機関を出たものも高

卒の比率が高い。このことは内航職員の募

集や教育機関のあり方について、何らかの

対策が必要であることを意味している。
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海技教育機関の改革も行われたが、内航

海運と関係が深い高校については、２００５年

から産業現場が即戦力になれる人材育成を

目的に商船系の海事高校の教育課程を実習

中心の２年（理論）＋１年（実習）の２＋

１体制に改変した。また、海事高校の教師

の実務能力をアップするために教師を対象

にする乗船実務体験も取り入れている。

外国人船員雇用の現状

現在、韓国籍船には２００５年末時点で、

７，９６０人の外国人船員が主に部員として乗

船している。主な船員供給国は、中国、イ

ンドネシア、ベトナム、ミャンマー、フィ

リピンなどである。

そのうち、外国人船員の内航船への乗り

組みは、２００４年から始まり、一隻あたり３

人、もしくは３０％以内で、韓国内航海運全

体で５００人を上限に外国人部員の雇用が労

使合意のもと、認められるようになった。

沿海及び近海漁船における外国人漁船員雇

用が１９９７年から産業研修生制度を利用して

始まったことに比べて、内航海運への外国

人船員雇用は、非常に遅れて導入されたし、

人員も少ない（漁船の場合、４０％、４人、

総６，０００人以内）。

現在、韓国の内航海運は、管理の便利上、

ミャンマー船員のみを雇用している。２００６

年１２月末を基準に、７３社、１５０隻に３１３人（平

均年齢３４．２才）が雇用されている。外国人

船員の雇用によって、求人が難しい部員の

安定的確保が可能となり、２００７年を基準に

年間約３１億ウォンの人件費を削減できたと

いわれる。

現在、内航で働く外国人部員の一ヶ月あ

たりの最低通常賃金は、手職級が７０万ウォ

ン、員職級が６５万ウォンとなっている。韓

国人部員のそれは、９０万６千ウォンである。

しかし、陸上の外国人労働者は、韓国人と

同じ最低賃金が適用されているので人権団

体などから是正を求められている。そして、

内航船に比べて雇用環境がよい外航船へ流

れる外国人船員も多く、これからさらに

ベースアップされる可能性が高い。

今年１月に、韓国政府が外国人船員の雇

用安定化と効率的な管理を目的に休暇中の

ミャンマー船員を対象に内航船の職務満足

度および不満事項などを調査した“内航船

の外国人船員の職務満足度調査”によれば、

外国人船員の職務満足度は高いほうであっ

た。具体的には作業環境も満足（満足８０％、

不満足２０％）、韓国人船員との関係も円満

（円満９０％、不便１０％）と答えており、内

航船への外国人船員雇用は順調に定着して

いる。一方、不満として答えた項目には、

韓国人船員と外国人船員間の本船作業費な

ど手当の違い、忙しい運航スケジュールに

よる休憩時間や停泊中の上陸機会の不足、

外国人船員のための食メニューに対する配

慮が足りない、高い韓国の物価でタバコや

生活必需品を購入すると実質賃金が減少す

ることなどであった。

内航海運の安全対策

日本では現在、海陸を問わず、輸送機関

における安全確保が重要視されているが、

韓国でも内航海運の安全対策は、重要な政

策課題である。現に韓国では ISM CODE

を国内法で受容した海上交通安全法上の内

航安全管理体制の認定審査システムである
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CSM（Coastal Safety Management）によ

って、内航船の安全点検を行っている。そ

れによって、海洋水産部では、旅客船や遊

船、危険物運搬船、船齢１５年以上の貨物船

などは、季節別に海上交通安全対策により、

海上警察庁（日本の海上保安庁に当る）な

どと一緒に合同点検を行っている。その主

な点検内容は、適切な船舶検査の実行、船

舶検査以降の船舶の実態確認及び自己整備

点検の実態、船体や機関及び各種安全設備

の基準適合などである。重大な欠陥が見つ

かった船舶に対しては、出港前に必ず欠陥

を是正するように措置している。また、海

上交通安全法などの規定に基づいて、“事

業所及び船舶の安全診断及び安全管理体制

認定検査”を行っている。その目的は、事

業所及び船舶の安全管理体制を確立するこ

とにより安全管理能力を養い、人的ミスに

よる安全事故を予防するためである。対象

となるのは、海運法による内航運送登録事

業所及び船舶で、３年毎に行われる。主な

内容は最高経営者の安全管理に対する意思、

安全管理者及び船員の安全管理能力、周期

的な船舶の補修・整備及び安全点検の実施、

適切な教育・訓練の実施などである。

内航海運の発展のために

内航海運は、環境にやさしいグリーン輸

送機関として、これから更なる活躍が期待

されている。しかし、現実では、陸上トラ

ック輸送部門における激しい運賃値下げ競

争のあおりを受け、釜山－仁川間の長距離

内航コンテナ輸送は廃止に追い込まれた。

零細企業が中心で企業体力が弱い内航業界

としては、経営能力に限界があり、輸送手

段間のイクォルフッティング（Equal Foot-

ing）の観点から財政、安全、環境などあ

らゆる面から政策的な支援が求められる。

本稿の中心テーマである内航海運の船員

問題は、外国人部員の雇用許可のような対

策のみならず、韓国船員の安定的な供給に

よる海技伝承が可能な仕組みを作り上げる

必要がある。国家必須船舶制度の内航への

適用は難しく、また船員費差額の直接補助

制度のみで、船員の職業としての魅力を見

出すのは限界がある。そこで、産官学が一

体になり、海事クラスターの観点から変化

する社会経済的状況を踏まえ、戦略的に対

応しなければならない。船乗りの職業とし

ての魅力を取り戻すためには、海技職に対

するキャリアパス（Carrier Path）の開発

（船員の経歴開発）に船員の育成、雇用、

キャリア転換などの段階で、産官学の体系

的な取り組みが必要であろう。たとえば、

船会社と政府は、外国人部員の雇用を拡大

する代わりに、船員のキャリア開発に対す

る財政的な支援を行い、若手職員を中心に

積極的な雇用策を打ち出す一方で、教育機

関は、船員としての経験を幅広く海事社会

に生かすために必要な大学院レベルのキャ

リア開発プログラムなどを用意すべきであ

る。そして、政府は、船員経験者が海事関

連分野に職域を広げるのに必要な、関連部

門への優先採用や海技専門職の資格制度を

設けるなどの支援を行うべきである。優秀

な韓国人職員の確保なしには、内航海運の

みならず、海事産業としての未来も、環境

保護や安全確保もできないからである。
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はじめに

現在、私は世界海事大学で日本財団の寄

附講座の一つである海事技術講座に属して

いる。昨年から海事教育訓練課程を担当し

始めた関係で、欧州を中心とした船員行政

や海事教育機関の関係者と船員事情や教育

訓練の現状について意見交換する機会が増

えている。時には海事途上国から課程に参

加している学生も巻き込んで、海事先進国

と途上国間の海事教育訓練に対する考え方

の相違や、それぞれが抱える問題点などに

ついて議論になることも少なくない。

日本から唯一の教育スタッフに名を連ね

る私にとって、欧州を中心とした海事先進

国の抱える問題点とこれまで執られてきた

対策は、同様の問題を抱える我が国にとっ

て格好の参考情報であるとの観点から、こ

のような機会を積極的に活用することを心

がけている。

本稿では、欧州諸国における内航海運の

位置付けに加え、北欧三国（スウェーデン、

デンマーク、ノルウェー）の船員行政や関

連業界の関係者から得られた、最近の内航

海運の船員事情について概説する。

欧州における内航海運

２００７年には加盟国数が２７カ国となり深化

と拡大を続ける欧州連合が、加盟国共通の

運輸政策の展開に本格的に取り組み始めた

のは１９９０年代に入ってからのことで、「将

来の共通運輸政策の発展－持続可能な移動

のための共同体の枠組の構築へのグローバ

ル・アプローチ」と題された白書は、持続

可能な輸送活動を成就するために短距離海

運（Short Sea Shipping）の貢献可能性を

検証し、短距離海運政策をEU加盟国間の

共通運輸政策の一つとして明確化している。

これを受け、欧州委員会は１９９５年に「欧州

における短距離海運の発展－将来性と挑

戦」を公表し、短距離海運政策に本格的に

取り組み始めている。一方EUの共通運輸

政策に対する議論も展開を続け、２００１年に

「２０１０年に向けた欧州運輸政策白書：決定

の時」が公表され、その中期レビューが２００６

年に公表されるなど、共通運輸政策と短距

離海運政策議論が相互に関連しながら進め

られている（図１参照）。

短距離海運は、地理的に欧州に位置する

港、或いはそれらの港と欧州に接する海洋

に面する沿岸を持つ非欧州国に位置する間

の海（河川、湖沼も含む）による貨物と旅

客の移動と定義されており、これに基づい

た国内、国際いずれの海上輸送もこの範疇

に含まれている。数十マイルも航海すれば

隣国の沿岸域に至るような欧州内の海運で

は、我が国のように国内の港間の貨物輸送

を内航海運と明確に区分することは困難で

あり、短距離海運を我が国の感覚としての

内航海運として捉える傾向が強まっている。

欧州における内航海運の船員事情

世界海事大学 教授
なかざわ たけし

中澤 武
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欧州の船員政策（雇用と訓練）

短距離海運の振興政策が、モーダル・シ

フトによるEU内輸送の持続可能性の促進、

並びに加盟国間の関係を通じた共同体の総

合力の強化、さらには経済成長により今後

増加が予想される需要を満たすための重要

な要素である輸送効率の向上などをその目

的としているのに対して、欧州船員の雇用

と訓練問題は、これらの政策と密接に関連

しながらも、主として海運に対する国家助

成政策の議論の場で扱われている（図１参

照）。これは船員の雇用と訓練問題がEU

籍船とEU船員の国際競争力を向上するた

めに極めて重要な要素と認められているか

らである。

欧州各国が船員の雇用と訓練問題を論ず

る場合も、内航と外航の区別はそれほど明

確に扱われていないようである。これは各

国の国内輸送が主に道路輸送に依存してい

て、厳密な意味での内航の物流分担率は国

によっては１０％にも満たない程度であるこ

とや、短距離海運の多くが国際航海である

ため船員の訓練は STCW条約に基準がお

かれていることから、内航という独立した

区分を設ける必要性に迫られていないから

だと考えられる。

北欧三国の内航船員事情

スウェーデン国内の河川や湖沼及び沿岸

の島嶼間を結ぶ比較的小型旅客船の船主協

会は、内航業界に職を求める若者が激減し

たことに危機感を募らせているが、その原

因の一つに内航船員のライセンス取得に要

する期間の長さをあげている。

スウェーデンの内航旅客船業界では１―

１制と言われる１週間の乗船勤務と１週間

の有給休暇を組み合わせた勤務形態をとっ

ているため、１週間の乗船履歴を得るため

には、その倍の２週間の期間が必要となる。

図１ EUの運輸海運政策に関する主要文書等
（概説：１９９０年台以降の海運政策関係で発行された主な文書を共通運輸政策系、船員・国家助成系及び短距離海運系に分けて図示したもの。）
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沿岸域の小型船の船長には、２年間の乗船

履歴とその後の１年間の職員としての乗船

履歴が求められるから実質６年という期間

が必要となり、これに半年間の座学を含め

ると６年半もの期間を要することになる。

また、ライセンスの維持には５年間に１年

以上の履歴が求められ、必然的に実質２年

の勤務が必要となるが、沿岸航路の多くの

船員が冬季には他の職業に就くことを考慮

すると、取得したライセンスを維持するこ

とすら困難になる。スウェーデン空軍のパ

イロットが３年半の訓練で戦闘機に搭乗で

きるのに比べて、沿岸航路の船長になるた

めの期間は実質６年半にも及ぶ上、ライセ

ンスの維持すら困難となれば、若者の興味

は得られないというのである。

さらに短距離海運を含めた外航船員の給

与が、先の国家助成政策の一環として無税

扱いになるなどの優遇措置がとられている

のに比べ、内航船員にはそのような保護や

助成は行われておらず、乗組員の保障など

も陸上のそれと同じ規則が適用されている。

内航に対する規則のほとんどは外航の規則

に基づいて作られたものとの指摘もあり、

内航業界の現状に即した形にすべきと要望

が続けられている。

デンマークの内航業界への船員供給源は、

他の欧州諸国と同様、�１外航船員、�２漁船

員、�３新人、と言われている。�１は外航船

員として数年間乗船した後、主として家族

との生活を優先するために、近距離フェ

リーなど勤務後に帰宅できる勤務体系の内

航船に転身する者で、内航船員の主たる供

給源となっている。�２は漁船員のうち、商

船への転身を希望する者であるが、このグ

ループには外航への転身希望者も含まれて

いる。転身の際、漁船員には商船での乗船

履歴や荷役関係の科目の試験が課せられる。

�３は、最初から内航を希望する新人で、そ

の数は多くはないものの比較的安定した供

給源であり、いわゆる一杯船主の子息など

が含まれている。

このような状況のデンマークで、近年内

航船員供給問題として注目され始めている

のは、長年にわたる安価な外国人船員の雇

用により、内航船員の主たる供給源であっ

たデンマーク人の外航船員数が減少したた

め、結果として内航船員の確保が困難にな

りつつあることで、対策として漁船員から

商船への転身を容易にするための措置が考

えられている。このことは内航船員問題が、

これを単独として扱うものではなく、外航

も含めた包括的な船員雇用問題として扱う

べきものであることを示唆している。

北欧三国のうち唯一EU非加盟国である

ノルウェーでは、北海の石油採掘ビジネス

に関連する内航海運については、高給を背

景として比較的安定した船員の需給バラン

スを保っていると言われている。強固な海

事クラスターを持つノルウェーでは、船員

教育訓練に内航外航の区別をつけず、

STCW条約の要求に基づいた教育訓練を

提供している。これにより、教育訓練課程

修了者は内航外航の別なく、海事キャリア

を選択した者として海事クラスターに参加

することになり、多くの場合、若い船員は

外航を、家族との生活を重要視する者は内

航を選び、陸上への転身も含めてクラス

ター内を移動しながら海事キャリアを高め

ている。しかしながら、税制の優遇措置が
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施される外航船員や高給が得られる石油採

掘部門に比べ、一般貨物部門の内航海運は

若年船員の確保が困難になり、高齢化が進

んでいる。

ノルウェーでは早くから船員を自国の海

事産業の重要な要素として認識しており、

強固な海事クラスターの結束を背景に、魅

力ある船員教育訓練キャンペーンが促進さ

れている。

おわりに

若者の船員離れが深刻な欧州では、EU

籍船とそれに乗組むEU船員の国際競争力

を増強するため、トン数税制や外航船員の

税制優遇策の導入など９０年後半から積極的

な行動をとり始めたことは良く知られてい

る。一方で、国内輸送に着目すれば、多く

のEU諸国が道路輸送に依存していること

もあり、厳密な意味での各国の内航海運は、

EU域内の短距離海運に比べても政策的に

取り残されている印象を否定できない。こ

のことは、北欧三国の船員行政担当者に内

航船員問題を聞いてみた時の最初の一言が

何れも「特に内航を区別して捉えていな

い」というのであったことからも伺える。

その半面、内航業界側の船員問題に対す

る危機感は行政側のそれに比べて格段に強

く、１９４５年から５５年の世代が一挙に退職す

る時期を迎え、後継者への技術の伝承問題

に加え、制度や規則上の問題やEU主導の

強力な海事政策に対する反発などもあり、

複雑な様相を見せている。

最後に本論とは少し離れた話題になるが、

EUでは海事に関連する政策が提案される

とそれを主題とした比較的大規模な研究プ

ロジェクトが複数立ち上げられることをご

存知だろうか。研究担当者は、主としてEU

加盟国の研究機関や有識者の中から依頼や

公募によって召集され、主題に関連する複

数のサブ・テーマに適任の担当者（研究機

関）を配して研究活動が開始される。数年

間の研究期間中に適宜開催される作業部会

では、課題の進捗報告や必要があれば研究

範囲の修正等の意見交換が行われ、これら

の活動を通じてまとめられた研究成果は一

般に公表されている。

例えば２００２年１０月から始まった短距離海

運に関するプロジェクト（REALISE）で

は、ベルギーの海事研究機関がコーディ

ネータを務め、加盟国の大学や海事研究機

関などの２６機関により６つの作業単位の下

に置かれた２４の課題に関する研究活動が行

われ２００５年１０月末に研究成果が公表されて

いる。

このような研究プロジェクトが政策決定

の際の根拠となる情報を得ることを主目的

としていることは明らかだが、私は副次的

な効果として、行政、海事産業、教育訓練

施設及び研究機関から参加する海事の専門

家にプロジェクトを介した人的ネットワー

ク構築のための絶好の機会を与えているこ

と、さらにプロジェクト参加者の多くを占

める船員経験者に彼らの経験を生かせる活

躍の場を与えていることに注目している。

産官学の海事関係者に目的を共有できる

機会を与え、そこでは同じ潮の香りを持つ

船員経験者が分野を超えて活躍している。

私はこれこそが欧州諸国の海事クラスター

の強固さの所以だと考えている。
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はじめに

わが国の船員数は、昭和４９年の２７．８万人

をピークとして以来、減少が続き、平成１８

年１０月には約７．７万人にまで減少していま

す。この間の約３０年で３分の１を下回る水

準まで減少したことになります。

「四面を海に囲まれたわが国においては、

貿易量の９９％、国内貨物輸送量の３８％を海

運が担っており、海運は国民の生活、経済

を支える上で大きな役割を果たしている。

わが国の社会・経済にとって欠くことので

きない海運は、船舶の運航に従事する船員

及び陸上でこれを管理・支援する海技者に

より支えられており、海運の安定確保の観

点からは、人的基盤（ヒューマンインフラ）

である船員（海技者）の確保・育成は、「海

洋国家」であるわが国における極めて重要

な課題である。」

これは今年６月に取りまとめられた「交

通政策審議会海事分科会ヒューマンインフ

ラ部会」の中間報告（以下「中間報告」と

いう。）の冒頭の言葉です。

内航海運業に従事する船員については、

現在の需給はおおむね均衡しているものの、

その船員数は漸減傾向にあり、高齢化が著

しく進行していることなどから、船員の確

保・育成は喫緊の課題となっています。

内航船員の現状

わが国の船員数のピークは昭和４９年です

が、内航船員数は、昭和５０年が７．５万人と

ピークで、現在（１８年１０月）の全船員数を

やや下回る程度の船員が在職していたこと

となります。ちなみに当時の部門別の船員

数は、外航船員数は５．７万人、漁船船員数

が１２．９万人でした。

現在のフェリーなどを含む内航船員数は

約３万人ですから、おおよそ３０年前のほぼ

４０％の水準まで大幅に減少したこととなり

ます。この減少の原因としては、わが国の

景気動向の影響もあると考えられますが、

内航船舶の大型化による運航効率の向上と

運航技術の進歩などにより、船舶の隻数、

１隻当たりの乗組み員数が減少したことな

どによるものと分析されています。

最近の内航海運の船舶数などの状況を見

てみると、平成１９年３月末現在で６，０５６隻、

３，６０７千総トンとなっており、平成元年と

比較すると１隻あたりの平均総トン数は約

５割増しとなり、隻数ベースでは約５割減

少しています。また、１隻あたりの乗組員

数はこの１０年の間にも７人弱から６人強へ

と減少しています。

内航船員の需給状況

中間報告においては、現在の内航の船員

需給はおおむね均衡しているものの、船員

わが国内航船員の現状と確保・育成への課題

国土交通省 海事局 船員政策課 雇用対策室長
き た の かずあき

喜多野 和明
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内航船員の有効求人倍率の推移 

数は漸減傾向にあり、高齢化が著しく進行

していると分析されています。

平成１８年の船員の労働需給は、船員全体

では、有効求人数が増加し、一方、有効求

職者数は減少したことにより、有効求人倍

率は０．６３倍と前年より０．１８ポイントの増と

なっています。

内航船員の有効求人倍率について見てみ

ると、有効求人数の増加、有効求職者の減

少という傾向は同様であり、平成１７年には

０．６倍と前年より０．４ポイント上昇しました。

平成１８年度の有効求人倍率は、有効求人

数が１０，１０８人と前年より２，１２５人、２６．６％

増加したのに対し、有効求職者数は１１，９４７

人と前年より１，４３９人、１０．８％減となった

ことから、有効求人倍率は０．８５倍と前年よ

り０．２５ポイントさらに上昇しています。

地域的には、中国運輸局管内の有効求人

倍率が平成１７年１月には２．４４倍となり、

平成１８年１２月には２．６７倍と２．０倍を大きく

上回った状況が続いています、また、四国

運輸局管内でも１８年１２月に１．７８倍となる

など、これらの地域では内航船員の不足の

状況が顕在化しています。

内航船員数の将来見通し

平成の初めにも内航船員の有効求人倍率

が１．０倍前後となった時期がありますが、

この当時の内航船員の採用状況を見てみる

と、外航や漁業などの他部門からの入職率

が約３０％と、それぞれの部門の固有の理由

により離職を余儀なくされた船員が相当数

内航に移動したという状況がありましたが、

最近の他部門からの内航海運への入職率は

５％～８％程度であること、他部門の船員

数も相当大幅に減少していることを踏まえ

ると、今後は、船員としての経験を有する

即戦力となる他部門からの船員の参入は望

めない状況にあります。また、内航船員の

年齢構成は４５歳以上の占める割合が６４％に
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内航貨物船船員の年齢構成 

上るなど、高齢化が著しく進んでいること

からも、近い将来、船員不足が深刻化する

ことが強く懸念される状況となっています。

内航海運業がわが国の経済や国民生活を

支える上で極めて重要な役割を果たしてい

ることは先にも述べたとおりですが、国内

海上旅客輸送についても、国内航空旅客輸

送を上回る年間延べ１億人が利用していま

すし、離島航路は地域経済を支える重要な

足として、いわば公共交通機関としてなく

てはならないものです。

これら内航海運・旅客輸送の担い手であ

る内航船員の将来見通しとしては、高齢化

が進んでいる年齢構成や現状レベルの採用、

退職の状況ならびに内航船舶のこれまでの

運航の効率化が今後も継続することを前提

として、５年後には約１，９００人、１０年後に

は約４，５００人程度の船員不足が生じる可能

性があると、中間報告の中で試算されてい

ます。高度な技術者である船員の育成には

長い期間がかかること、少子高齢化が進み、

今後生産労働人口が減少する中で、内航船

員の確保・育成に向けた取り組みは喫緊の

課題となっています。

内航船員の
確保・育成への取り組み

船員の確保・育成を促進するためには、

海の魅力や船員の職業的魅力・重要性が広

く理解されることが必要ですが、次世代を

担う若者が安心して船員という職業を選択

できるような環境が形成されていないと中

間報告は言及しています。

将来にわたって安定的に内航船員の確

保・育成を図るという観点からは、

�集め

�育て

�キャリアアップを図り、
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内航船員供給源の変化 

�陸上海技者への転進を支援する

という４つの施策を柱として推進するこ

とが適切であり、今後は、この４つの柱に

沿った施策・取り組みが必要であるとし、

それぞれについて、その取り組むべき具体

的な施策について記述しています。

主なものとしては、少子高齢化の中で、

船員志望者の裾野拡大を図るため、航海訓

練所の練習帆船を活用することなどにより、

青少年の海に関する興味を喚起し、感動と

ロマンを与えることを目的とした活動に、

これまで以上に積極的に取り組むことが求

められています。また、内航海運業界はそ

の大半を中小零細企業が占めているなど、

若者が安心して就業できる環境とはなって

いないとして、内航海運事業者のグループ

化の活用などにより、経営基盤の安定を図

り、職業としての魅力の向上に努めること

が必要であるとしています。その他にも、

退職自衛官など海上経験を有する者を積極

的に海運業に迎え入れることが必要であり、

そのためこれらの者の技術を評価すること

などによる海技資格制度の柔軟化や、女子

船員の運航要員としての活用、水産高校卒

業生を含む船員教育機関卒業生の海上就職

率の向上にも取り組むことが重要であると

提言しています。
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船員教育のあり方

船員教育のあり方については、「船員教

育のあり方に関する検討会」の検討結果が

同検討会報告として、去る３月２６日に取り

まとめられています。

この報告は、船舶に関する技術革新、国

際的な安全基準の強化、保安意識の高まり

などから、船員に求められる役割が著しく

変化してきていること、外航における日本

人船員の減少、内航における船員の高齢化、

後継者の確保難が深刻化・顕在化してきて

いることなど、昨今の船員を取り巻く環境

の変化を踏まえ、また、関係業界及び関係

団体からの様々なニーズに対して船員教育

機関として対処すべき方向を示す必要があ

ることから、昨年４月（平成１８年４月）に、

外・内航船社、船員教育機関、関係団体、

学識経験者などをメンバーとする委員会が

設けられ、以後１年を掛けて、全体会議を

４回、内航部会、外航部会をそれぞれ３回

開催し慎重な議論が重ねられ、取りまとめ

られたものです。

報告は、今後の船員教育のあり方につい

て、基本的方向性と具体的方策が示されて

いますが、特に内航海運に関係するものと

しては次の通りです。

�教育訓練の複線化の推進

内航業界における船員不足、とりわけ、

航海当直基準適格者の不足への対応として、

一般高等学校などの卒業生を対象とする６

級海技士（航海）資格を取得するための新

たな養成課程を平成１９年度初期に創設。

�内航用小型練習船の導入

即戦力となる新人船員の養成を目的とし

て、内航船の主力に類似した船型の船舶に

おける実習を行い、実習効果を高めるため、

早期に内航用小型練習船を導入し、内航教

育に適した教育体制とすることが必要。

�海に関する関心を高め、船員志望者を

増加させるための対策

練習帆船をはじめとする練習船の活用等

を通じて、国民、特に青少年の海や船に対

する関心を高め、船員を志す青少年を増加

させる努力が必要。

今後は、この報告に基づいて日本人船員

の確保・育成に取り組んで行くこととなり

ますが、安定的な海上交通・輸送の維持に

は、何よりもまず安全運航が不可欠の条件

となることから、船員教育機関においては、

船舶運航に係る基本的な技能に加え、高度

化される船舶の技術革新にも対応した運航

技術を十分に修得した適正規模の優秀な船

舶職員を効率的かつ効果的に養成・供給し、

内航事業者がこれら船員を継続的に確保し

ていくことが重要と考えています。

まとめ

内航船員の現状、将来の見通しを踏まえ

ると、その確保・育成は喫緊の課題です。

高度な専門技術者である船員の育成は、一

朝一夕には、なし得ない問題ですし、厳し

い経営環境にある内航海運事業者などにお

いては、自社において若年者を雇用し、教

育・訓練することが困難な状況にあるとも

言われていますが、国、内航事業者及び関

連団体などが協力・連携して、早期に対応

することが望まれます。

国としては、船員の雇用の安定と労働保

護を図るとともに海上労働力の円滑な移動
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を可能とする船員派遣事業制度を平成１７年

４月に導入しました。平成１９年４月末現在

１４４の内航海運事業者等が船員派遣事業者

としての許可を受けています。また、求人

者と求職者を一同に集め、就職面接を集中

的・効果的に行うことを目的として、船員

就業フェアを平成１７年度から地方運輸局の

主催により各地で開催（平成１９年の６月ま

で既に９回開催）しています。

さらに、平成１８年度からは、船員となる

者の裾野を拡大することが必要であるとの

観点から、一般（陸上）の若年未就業者を

対象に、船員という職業の魅力や内航海運

業を PRする船員就職セミナーを、陸上の

ジョブカフェなどと連携して各地で開催し

ているところです。

今後は、中間報告の提言に沿い、これら

の施策について、関係者のニーズなども踏

まえて見直しを行うとともに、その着実な

実施に努めることとしていますが、一方、

船員の確保は、第一義的には企業として対

処・具現化すべき問題でもあります。

日本労働研究機構が中学生・高校生を対

象として実施した、職業に関する意識調査

（中学生・高校生の職業認知（２００１））に

よりますと、船員という職業について、中・

高校生の８～９割が職業としてのイメージ

をもっています。職業としてやってみたい

かとの問いに対しては、中学生男子では

１０．２％がやってみたいと回答し、調査対象

４２４職種中９４位にランクされていますが、

高校生になると、やってみたい率は４．３％

と５．９ポイントも低下しています。順位も

２３６位まで下げるという調査結果がありま

す。中学生までは、海または船員という職

業に対してあこがれや夢のようなものをも

っているが、高校生になると、職業として

現実的な選択をするようになるということ

のようです。

また、船員教育機関の生徒・学生を対象

にしたアンケート調査（平成１９年２月海事

局調べ）によりますと、海技教育機構の専

修科・本科の生徒の８割以上が海上就職を

希望していますが、どのような会社を希望

するかとの問いに対しては、給与面、休暇

面の条件が良いことを多くの者があげてい

ます。最近の内航船員の給与（毎月きまっ

て支給する給与をいい、内航船員について

は航海日当を含む。）は、陸上の規模５００人

以上の全産業のものとほぼ同じであると言

われています。

この船員教育機関の生徒・学生の希望す

るところは、平成１４年に内航海運組合総連

合会が実施した、若年船員の内航海運界に

対する改善要望の調査結果とも一致してい

ます。これらのことから、若者が安心して

船員という職業を選択できるためには、内

航海運事業者などの自主的な努力により、

経営基盤の確立や安定化、船員の労働環境

などの改善に取り組むことが望まれるとこ

ろです。
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沿岸海域環境保全情報と
Ceis Net（シーズネット）
―油流出事故災害に備えて―

情報整備の背景

１９８９年アラスカにおけるエクソンバルデ

ィーズ号の油流出事故を契機とした「１９９０

年の油による汚染に係る準備、対応及び協

力に関する国際条約（OPRC条約）」に基

づき、「油汚染事故への準備及び対応のた

めの国家的な緊急時計画（以下「緊急時計

画」という。）」が平成７年１２月閣議決定さ

れました。緊急時計画において、「関係行

政機関は、油汚染事件に対応する措置を的

確に講じ、被害の発生を最小限とするため

に参考とすべき、各海域の自然的・社会

的・経済的諸情報を収集・整理し、適宜最

新のものとして維持するとともに、それぞ

れの行政に反映出来るよう、例えば情報図

として整備するなどその内容の充実に努め

る。」こととされ、海上保安庁では平成９

年度に「沿岸海域環境保全情報」の整備を

開始しました。さらに、平成９年１月のナ

ホトカ号、同年７月のダイアモンドグレー

ス号の油流出事故により、この緊急時計画

が改定され、各種情報のより一層の整備の

推進、提供体制の強化が求められて、平成

１０年度から沿岸域海洋情報管理室（現沿岸

域海洋情報管理官）を設置し、「沿岸海域

環境保全情報整備推進事業」の実施体制の

強化を図りました。

情報の概要

「沿岸海域環境保全情報」は、沿岸域の

海上保安庁が保有する情報に加え、環境

省・水産庁などの協力を得て収集した、海

図・陸図・県境界線などの地理情報、港湾

区域・漁業権区域・マリーナなどの社会情

報、藻場・さんご礁・湿地などの自然情報、

油回収装置・オイルフェンス等の資機材保

有状況などの防災情報および海上保安庁の

事務所・海岸のESI 情報などとその他の

情報の大きく５つに分類し、全部で５５項目

の情報をデータベース化し管理しています。

GIS システムの特徴

情報の提供

「沿岸海域環境保全情報」を当庁のみな

らず、防災関係機関をはじめ一般国民にも

広く提供するため、平成１５年度からは、Ceis

Net（シーズネット）という名称で、イン

ターネットにて公開しています。

Ceis Net は、Web GIS（Geographical In-

formation System）にて提供していますの

で、利用者は、インターネットを通じて、

ベースとなる地理情報の上に、必要な情報

を選択することで、画面上に情報（マーク）

海保だより

海上保安庁 海洋情報部
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が表示され、さらにマークを選択すること

により、詳細な情報（属性情報）を得るこ

とができます。

Ceis Net による表示例

（アドレス http//www5.kaiho.mlit.go.jp/）

海岸線のESI 情報

「沿岸海域環境保全情報」の重要な情報

一つとして、海岸線のESI（Environmental

Sensitivity Index 環境脆弱性指標）があり

ます。

これは、海岸の形態（岩、砂浜、人工護

岸、植生等）に応じて、油が漂着した場合

の影響の程度を自然の浄化能力、除去作業

の困難性などにより１０段階に分類して示す

指標のことで、Ceis Net 上では海岸線を

指標に応じて色分けし表示しています。

なお、各ESI の説明については、Ceis

Net の「Ceis Net で使用されている環境脆

弱性指標（ESI ランク）について」で紹介

しています。

また、平成１８年度から、油流出現場等に

おいて、インターネットが使用できない状

況を勘案し、ESI 情報に最小限の「沿岸海

域環境保全情報」を掲載した PDF版 ESI

情報図を全国の海域で作成しています。完

成後、公開する予定としています。

ESI と海岸写真 例

１A 開放性海域岩海岸

５ 砂礫混合浜

１０D 低木性湿地

おわりに

以上のように、油流出事故の際の防除活

動などに必要な情報とその提供体制の整備

を行っています。また、掲載情報を適宜更

新するとともに必要に応じて情報項目を追

加し、充実を図っていくことにしています。
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海守便り 

廃棄物の海洋投棄

四方を海に囲まれ、長い歴史の中で絶え

ず海の恩恵にあずかってきたわが国が、

徐々に減ってきてはいますが、１年間に７７０

万トンもの廃棄物を海に捨てている世界有

数の「ゴミ捨て国家」であることをご存知

でしょうか。 今年の４月１日から、よう

やく「廃棄物の海洋投入処分」は原則禁止

になり、やむを得ず廃棄物を海洋投入処分

する場合は、環境大臣の許可及び海上保安

庁長官の確認が必要となりました。しかし、

許可や確認を受ければ従来通り海洋投入処

分ができるのです。水産資源の減少が叫ば

れ、海洋汚染の深刻さが指摘されているに

もかかわらず、このまま海洋投入処分を続

けて良いのでしょうか。

海守では、HPに「海はゴミ捨て場？」

と５月１７日掲載したところ会員から大きな

反響がありました。一部を紹介します。

☆漁師が海で切らせた網、要らなくなって

人目を盗んで大量に網などを海洋投棄して

いるところを何度となく見てきた。海の男

とは名ばかり、そんな事お構いなしの彼ら

には海は大きなゴミ箱。意識があまりにも

低すぎる。海にゴミを捨てる人。それはあ

なた自身もそうです。漁師さんだと言って

いた方、川から流れてきた物は全て海に行

くという事をお忘れ無く。

☆私は、海釣りが大好きですが、堤防など

に飲み物や弁当などのゴミを捨ててそのま

ま帰る人が多く頭にくることが、たびたび

あります。

☆漁師さんの船を借り、ダイビングポイン

トに行くのですが、船頭さんが海面めがけ

て弁当の屑や空き缶、タバコの吸殻などを

ポイポイ捨てるので、注意すると船から降

りてくれだとか次から船に乗せてもらうこ

とができなかったり、露骨にいやな顔をさ

れます。また、遊船業を営んでいる人で、

絡まった釣糸、針などのゴミを平気で海に

捨てている人がいます。などなど、海から

生活の糧を得ている人々に対しても、マ

ナーの悪さを批判する意見が多くありまし

た。

海上保安庁の巡視船のゴミはどうなって

いるかと申しますと、私が乗船していた巡

視船は、約２０日の航海を終えて港に帰って

入港作業を終えると、次の仕事は皆で分別

されたゴミを岸壁に揚げ、収集車にゴミを

持っていってもらうことでした。４０人以上

の人が乗り組んでいますと、出るゴミの量

は多いですよ。ゴミを海に捨てるようなこ

とは決してしませんでした。

富士山が世界遺産にならなかった理由の

一つに、不法投棄されたゴミの問題があっ

たと聞いています。一人一人がゴミにもう

少し関心を持っていただき、高いモラルが

維持されるならば、美しい日本、きれいな

海を取り戻せるのではないでしょうか。

海はゴミ捨て場？
（海守事務局）

海守事務局

TEL ０３―３５００―５７０７

FAX ０３―３５００―５７０８

URL http : //www．umimori．jp/pc/

E―mail : info@umimori．jp
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石油と天然ガスが逆転

２００４年のデータによれば、シンガポール

国内の電力総供給量は約３万３千GWh、

総発電量は約３万７千GWhとなっていま

すが、これらは全て国内の火力発電所で発

電されています。また、発電用の燃料の割

合は、２００１年当時は石油が約７０％、天然ガ

スが約３０％となっていましたが、政府のエ

ネルギー転換政策により５年後の２００６年に

は丁度この割合が逆転して石油が約３０％、

天然ガスが約７０％となっています。

現在シンガポールで輸入されている天然

ガスは、その全量が発電用燃料として用い

られていますが、これらは隣国のマレーシ

ア及びインドネシアから海底パイプライン

を通して移送されています。全ての天然ガ

ス輸入企業の一日あたりの受入契約量の合

計は概略８億から１０億立法フィートとなっ

ており、一時的な移送事故を除き、現在ま

でのところ天然ガスの供給不足は発生して

いません。

しかしながら昨今、供給国のマレーシア

およびインドネシア側が国内需要向けに天

然ガスを確保する動きを強めており、将来

的にはシンガポールに対する供給割当量自

体が減らされる可能性が指摘されています。

加えて、シンガポール国内に新たに設置さ

れる石油化学プラントでは天然ガスを燃料

とするコ・ジェネレーションシステムを設

置する予定となっていますが、これらの燃

料として一日当たり２億から３億立方フ

ィートの天然ガスが更に必要とされていま

す。このため、２年後には天然ガスの国内

供給が不足するという見方が強くなってい

ます。

このような背景から、シンガポール政府

は数年前から液化天然ガス（LNG）の海

上輸入について検討してきましたが、昨年

８月に「２０１２年までに輸入を開始する」と

いう方針を決定し、現在は LNGタンカー

用のターミナルや LNG貯蔵施設の建設に

関する調査、検討が進められています。先

日の報道によれば、LNGの受入・貯蔵施

設は石油化学プラントが集積するジュロン

島南西部の約３０ヘクタールの土地に建設さ

れる事がほぼ確定し、近々同ターミナルの

建設・運営への参画を希望する事業者によ

る企画コンペが開催されるようです。

引き続き要注視

一方で、シンガポール政府は先日、シン

ガポールを「アジアにおける LNG取引の

センター」とするための優遇税制措置を打

ち出しました。対象となる LNG取引事業

者には既存の「グローバル・トレーダー

ズ・プログラム」を適用し、１０年間にわた

り５％の優遇税率が適用されます。

このように、シンガポールの LNG転換

政策はマーケット戦略が加わったことによ

り今後動きが加速するものと思われますが、

当事務所では、特に LNG受入施設におけ

る安全対策の面について引き続き注目して

いきたいと思います。

（所長代理：喜志多）

シンガポールの
LNG転換政策

シンガポール連絡事務所
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主　な　議　題会　議　名月　日

①平成18年における海難の発生状況

②平成19年度全国海難防止強調運動の実施計画案

全国海難防止強調運動実行委員会5.9

①平成19年度事業計画の検討

②船舶交通を取り巻く環境等の変化、港内交通管理等の現状と問題点

③その他船舶交通一般の現状と問題点

④操船シミュレータ実験による検討

港内航行安全システム等の見直しに関

する調査委員会

5.30

①平成18年度事業報告案

②平成18年度決算報告案

③正会員の入会

④役員候補の選任案

第一回理事会6.14

①平成18年度事業報告

②平成18年度決算報告

③役員の選任

第一回通常総会

①専務理事の選任

②退任役員の退職慰労金支給および新任役員の報酬月額

第二回理事会

①委員長の選任

②平成18年度第３回委員会議事概要案の承認

③平成19年度実施計画案の承認

④BLG11の結果報告

⑤MEPC56への対応

海事の国際的動向に関する調査研究委

員会（海洋汚染防止関係）

6.19

①港湾計画の改訂（１港）

・尾鷲港

②港湾計画の一部変更（２港）

・小名浜港、名古屋港

港湾専門委員会6.28

①COLREGおよび海上衝突予防法の概要

②MSC82におけるイタリア提案とその審議概要

③NAV53におけるイタリア提案の概要

④NAV53における他国の意見提出等の状況

⑤日本沿岸におけるプレジャーボートと商船の衝突事故の被害実態

⑥日本の対応方針にかかる意見交換

COLREG改正案への対応にかかる作

業部会

7.5

①平成19年度実施計画案の承認

②COLREG改正案への対応にかかる作業部会の設置

③作業部会における意見の概要報告

④NAV53の対処方針案の検討

⑤LRIT Ad-Hoc WGの概要

⑥Vessel Tracking and Monitoring 2007の概要

海事の国際的動向に関する調査研究委

員会（海上安全）

7.12

①平成19年度事業計画

②航行体験シミュレータの実験およびアンケート

海運・水産関係団体打合会7.20

日本海難防止協会のうごき
（平成１９年５月～７月）
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死　　亡

行方不明
気象・海象

海難

種別
発生日時および発生場所

総トン数

（人員）
船名等船種No.

行方不明

１人

天気　曇り

波浪　１ｍ

視程　良好

衝突
４月７日05：07頃

和歌山県すさみ町沖

313トン

（乗員４人）

1,592トン

（乗員10人）

第七栄福丸

（日本）

YINHE No.1 

（カンボジア）

貨物船

貨物船

①

　VHF16chにて栄福丸から他船と衝突した旨通報があったもの。Ｙ号は中国から名古屋向け、栄福丸は衣浦か

ら和歌山向け航行中、互いの船首部を衝突させたもの。

　Ｙ号は船首部を大破し、栄福丸は衝突の30分後に沈没した。

　栄福丸乗組員１名が行方不明となった。

なし

天気　霧

波浪　2ｍ

視程　不良

転覆
５月30日0：08頃

北海道納沙布岬沖

19トン

（乗員９人）

第八祥勢丸

（日本）
漁　船②

　漁場移動のため航行中、大波を受け、立て直しを試みるも復元できず、約30分後ゆっくりと右舷側から転覆

したもの。

　乗組員９名全員は転覆する船体の船べりから船底まで上り救助を待ち、約２時間後に僚船により救助された。

なし

天気　晴

波浪　なし

視程　良好

衝突
６月６日20：29頃

熊本県天草市沖

４トン

（乗員２人）

５トン

（乗員１人）

光栄丸

（日本）

美栄丸

（日本）

漁　船

漁　船

③

　漁場向け航行中の光栄丸と操業を終え帰港中の美栄丸が正面衝突したもの。携帯電話にて連絡を受けた僚船

が全員を漁協まで搬送し、救急車に引き渡した。光栄丸の２名が打撲、美栄丸船長が左足首を骨折した。

死
亡
・

行
方
不
明

合

計

そ

の

他

安

全

阻

害

運

航

阻

害

行

方

不

明

舵

障

害

推
進
器
障
害

機

関

故

障

浸

水

爆

発

火

災

転

覆

乗

揚

衝

突

海難種類

用途

075040000131040647貨物船

一
般
船
舶

0201000002102077タンカー

1132100022000024旅客船

42266942032448812233228プレジャーボート

0290150033302138その他

716970100358609172876漁　船

02300100212020312遊漁船

12555161558063677211214181182計

主な海難（平成１９年４～６月発生の主要海難） 海上保安庁提供

船舶海難の発生状況（速報値）（平成１９年４～６月）
（単位：隻・人）
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☆今号から編集を担当する

ことになりました馬越（う

まこし）です。前任者同様

に、よろしくお願いします。

☆今、外航海運、内航海運それぞれの分野でヒュー

マンインフラ整備の必要性が叫ばれています。今

回の「内航海運の船員問題」を取材してわかった

ことは、内航海運業界に関係する人たちすべてが、

その必要性を痛感しているにもかかわらず、具体

策と言えるものが、殆どないといってもいい状況

にあるということです。

☆内航の船員養成機関の先生たちは、せっかく海

を目指して入学してきた若者たちが抱いた夢をか

なえられるようにと懸命な努力を重ねています。

あるときは学生たちに船乗りとしての夢を語り、

また、あるときは厳しい現実もストレートにぶつ

ける。こうした姿がうかがえました。

☆内航海運事業者の皆さんは、現実味をおびてき

た船員不足に強い危機感をつのらせています。船

員を確保・育成していくためには、相応のコスト

がかかります。現状の運賃・用船料では、これを

カバーしきれないと訴えています。関係者からは

業界が中小零細事業者の集合体だから会社経営が

非効率だとの指摘があります。地方の船主（オー

ナー）は現状から脱皮するため、船舶管理会社を

立ち上げ、船員の配乗や将来的な育成を視野に入

れた協業化に向けた取り組みを進めています。

☆現場で働く内航船乗組員も、必死にがんばって

います。航行安全は自分たちの命にかかわること

であり、環境保全への取り組みはいまや常識とな

っています。しかし、徹底した船舶の運航効率ア

ップへの追求やコスト削減圧力はすさまじいもの

があり、船内の生活環境や労働環境は年々厳しさ

を増す一方だといいます。このようななかでは、

新卒船員などの人材育成はままならないというの

が彼らの言葉から汲み取れる本音のような気がし

ます。

☆本年３月、海洋基本法が成立し、さきの閣議で

担当大臣として国土交通大臣が就任することが決

まりました。そして、これまで「海の日」として

親しまれてきた７月２０日に施行されました。海洋

国日本といわれながら、ようやくその施策の基本

となる法律ができたわけです。

☆海洋基本法は、「海洋環境の保全、海洋の開発・

利用、海洋の安全の確保等、海洋の管理について、

基本理念を定め、並びに国、地方公共団体、事業

者及び国民の責務を明らかにするとともに、海洋

の管理に関する施策の基本となる事項を定め、そ

の施策を総合的かつ、計画的に推進することを目

的とする。」となっています。

☆海洋政策の基本理念として、「海洋環境の保全」

「海洋の安全の確保」が大きな柱として掲げられ

ています。まさに、当協会の活動主旨と合致した

法律といってもいいでしょう。

今後、具体的議論を経て構築される各種施策に海

事関係者の一人として、大きな期待をよせている

ところです。

☆さて、このコーナーでは、「読者からの声」を

紹介しています。編集者は、この種作業のまった

くの未経験者です。読者のみなさんからの叱咤激

励を糧として、よりよい情報誌にしていきたいと

考えています。ご意見・要望など、お待ちしてい

ます。

＜ お詫び ＞

前号の表紙�面に＜京浜港（東京区）及びその沖
合海域・東京湾アクアライン付近海域の新たな航

行方法が８月１日から変わります＞として掲載し

た図は、前号発行の５月２５日時点では、関係機関

で検討中のものであったことが判明しました。関

係先にご迷惑をかけたことをお詫びし、最終決定

した内容のものを改めて掲載します。
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